
横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申 

（答申第２７１１号から第２８３２号まで） 

令和４年３月２５日 



横情審答申第2711号から第2832号まで 

令 和 ４ 年 ３ 月 2 5日 

横浜市長 山 中 竹 春 様 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長   藤 原 靜 雄 

横浜市の保有する情報の公開に関する条例第19条第１項の規定に基づく

諮問について（答申） 

別表２の「諮問に係る文書番号」欄記載の文書番号による次の諮問について、別

紙のとおり答申します。 

「旭区白根特定番地地先の土地の道路判定及び隣接する市道との境界等に

関連して請求された別紙１の記載内容に該当する行政文書」の各非開示決定

に対する審査請求についての諮問
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別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、別表１の「開示請求書記載の行政文書」の各開示請求を権利の濫用に

該当するとして非開示とした決定は、妥当である。 

２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、別表１の「開示請求書記載の行政文書」（以下「本件審査

請求文書」という。）の各開示請求（総称して、以下「本件開示請求」という。）に

対し、横浜市長（以下「実施機関」という。）が別表１の「決定通知日」欄に記載の

決定通知日付で行った非開示決定（以下「本件各処分」という。）の取消しを求める

というものである。 

３ 実施機関の非開示理由説明要旨 

本件開示請求については、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２

月横浜市条例第１号。以下「条例」という。）第５条第２項に規定する権利の濫用に

該当するため、同条第３項の規定に基づき非開示としたものであり、その理由は、次

のように整理、要約される。 

(1) 審査請求人は、旭区白根の特定番地の民地（以下「土地Ａ」という。）地先の道

路判定及び隣接する市道との境界等に関連して実施機関が保有する行政文書を対象

として、平成22年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下「開示請求等」

という。）を行っている。 

(2) 本件開示請求も、土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連する

開示請求であり、これまでの一連の開示請求等の延長上にある開示請求である。 

ア 一連の開示請求等（平成29年度以降、平成30年11月16日まで）の概要 

(ｱ) 実施機関あてに、少なくとも1,221件の土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市

道との境界等に関連する文書の開示請求等を行っており、実施機関は、開示請

求等に対する対応に合計2,315時間以上を費やしている。 

(ｲ) 平成29年９月以降、審査請求人は、実施機関のうち、旭区役所内の部署以外

に対しては開示の実施に全く応じておらず、郵送で写しの交付を行った11件を

除き、開示の実施を行うことができていない。 

(ｳ) 実施機関が開示請求等に係る開示決定等（以下「開示決定等」という。）を
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したものについて、開示の実施の有無にかかわらず、審査請求人は、少なくと

も668件の審査請求を行っている。 

(ｴ) 審査請求に対する対応に、実施機関は合計3,766時間以上を費やしている。 

(ｵ) 権利の濫用に当たると判断して実施機関が請求を拒否した開示請求は、49件

あった。審査請求人は、そのうち35件について、審査請求も行っている。 

イ 一連の開示請求等における不適切な事例 

(ｱ) 実施機関が開示の実施を行ったが、審査請求人は、文書にほとんど目を通さ

ず、数時間にわたって自説を主張する。（平成29年度） 

(ｲ) 実施機関が開示の実施を行ったが、審査請求人は、実施の最中に大声を出す、

暴言や威圧的な行為を行う、などの不適切な行為を行う。（平成29年度） 

(ｳ) 審査請求人から郵送による写しの交付の希望があったため、実施機関は、郵

送料を含めた納付書を送付したが納付がなされない。（平成29年度、平成30年

度） 

(ｴ) 審査請求人は、自身の主張を一方的に展開し、実施機関が従わなければ新た

な開示請求書の提出をほのめかす発言を行う。（平成29年度） 

(ｵ) 審査請求人は、ほとんどのケースで開示の実施日に変更の連絡もなく来庁し

ないため、実施機関は開示の実施場所で30分から２時間程度待機をしている。

（平成29年度、平成30年度） 

(ｶ) 審査請求人は、過去に請求した行政文書と同一の行政文書が特定されること

が明らかであるにも関わらず、繰り返し開示請求等を行い、明らかに同一の行

政文書が特定される開示請求が47回に及ぶケースがあった。（平成29年度、平

成30年度） 

(ｷ) 審査請求人は、開示決定等の期限が到来する前や、開示予定日よりも前に同

一の行政文書を対象とする新たな開示請求等を行う。（平成29年度、平成30年

度） 

(ｸ) 実施機関が補正を求めても審査請求人が応じないため、文書不特定による非

開示決定を行ったが、審査請求人は、同様の開示請求等を繰り返す。（平成29

年度、平成30年度） 

(ｹ) 審査請求人は、審査請求を提起している開示決定等に係る行政文書について、

特段の事情の変化が生じていないにもかかわらず新たな開示請求等を行う。

（平成29年度、平成30年度） 
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(3) 条例第５条第２項該当性について 

土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連する一連の開示請求等

を総合的に評価した場合、「横浜市の保有する情報の公開に関する条例の解釈・運

用の手引」（以下「手引」という。）に記載している開示請求権の濫用の審査基準

である下記の類型に該当する。 

ア 請求者の言動、請求の内容、方法等から、開示請求の目的が文書開示以外にあ

ることが明らかに認められるとき。 

実施機関の業務遂行を停滞させることを開示請求の目的とすることが明らかに

認められる。（上記(2)ア(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)イ(ｶ)） 

イ 開示を受ける意思のないことが明らかに認められるとき。 

開示決定を受けたにもかかわらず正当な理由なく閲覧等せずに、繰り返し同様

の文書を開示請求する。（上記(2)ア(ｲ)イ(ｳ)） 

ウ 開示の実施等において不適正な行為が繰り返されるとき。 

「行政文書をほとんど閲覧せずに立会いの職員に対して長時間にわたり自説を

主張する」、「開示日程を一方的にキャンセルする」などの不適正な行為が同一

人から同一の実施機関に対して繰り返し行われている。（上記(2)イ(ｱ)(ｲ)(ｴ)(ｵ)） 

エ 開示請求する実益はないことが明らかであるにもかかわらず、同一文書の請求

又は文書が特定できない請求を繰り返すとき。 

(ｱ) 同一の行政文書が特定されることが明らかであるにもかかわらず、社会通念

上考えられない間隔・頻度で開示請求を繰り返す。（上記(2)ア(ｱ)イ(ｶ)） 

(ｲ) 開示決定等の期限が到来する前若しくは開示の実施前に新たな開示請求を行

っている。（上記(2)イ(ｷ)） 

(ｳ) 審査請求を提起している開示決定等に係る行政文書について、特段の事情の

変化が生じていないにもかかわらず、新たに開示請求を行っている。（上記(2)

イ(ｹ)） 

(ｴ) 補正を求めたがこれに応じないため、文書不特定による非開示決定を行った

にもかかわらず同様の請求を繰り返している。（上記(2)イ(ｸ)） 

以上より、実施機関においては、審査請求人からの本件開示請求を含む一連の開

示請求等に対応するため、多大な労力を要しており、その結果、実施機関の他の行

政事務の適正な遂行に著しい支障をきたしている。 

また、審査請求人の一連の行為が実施機関の他の行政事務の適正な遂行に著しい
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支障をきたしていることを審査請求人は当然に認識していると考えられることから、

本件開示請求を含む一連の行為は、害意に基づくものと認められる。 

したがって、本件開示請求は、条例第５条第２項に規定する開示請求権の濫用禁

止規定に該当すると判断し、同条第３項に基づき非開示とした。 

４ 審査請求人の本件各処分に対する意見 

審査請求人が、審査請求書及び意見書において主張している本件各処分に対する意

見は、土地Ａ地先の土地の権利侵害に係る主張のほか次のように要約される。 

(1) 本件各処分を取り消すとの裁決を求める。

(2) 本件請求に係る行政文書を特定した上で、開示されるよう求める。

(3) 処分庁は請求した文書を開示せず、文書の改ざんと偽造を繰り返している。

(4) 審査請求人の請求行為は正当なものである。

(5) 請求数の多寡を理由に行った本件各処分は、条例、規定に違反し違法である。

５ 審査会の判断 

(1) 本件各処分に至る経緯

ア 実施機関は、平成４年に、土地Ａ地先に係る土地について、建築基準法（昭和

25年法律第201号）第42条第２項に規定する道路であると判定した。その後、平

成13年に、土地Ａは審査請求人の所有するところとなり、当該道路判定を前提と

して、審査請求人に対して実施機関による是正指導等が行われた。しかし、平成

21年になって、当該道路判定は誤りであることが判明し、実施機関は道路判定を

変更した。 

また、土地Ａに関しては、昭和43年に国土調査法（昭和26年法律第180号）に

基づく地籍調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示する公図が作

成され、平成10年には市道との境界を確認する境界復元の手続が従前所有者と市

との間で行われ境界標が設置された。しかし、このような状況のもとで審査請求

人は、隣接する市道との境界について、国土調査、道路境界復元等の当時に作成

された公図等に誤りがある、境界標が自分の所有地を侵しているなどと市に対し

て主張し続けている。 

イ 以上のことに伴い、土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連

して実施機関が保有する行政文書を対象として、審査請求人は、平成22年度頃か

ら現在に至るまで際限なく繰り返し開示請求等を行い、平成28年度頃からはさら
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に開示決定等について、全てを開示する開示決定に対してもその取消しを求める

など、現在に至るまで同様に繰り返し審査請求を行っている。 

(2) 本件開示請求について 

審査請求人は、開示請求に係る行政文書として別表１の「開示請求書記載の行政

文書」欄のとおり記載して本件開示請求を行った。 

実施機関は、本件審査請求文書は土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境

界等に関連する行政文書であると判断し、本件開示請求はこれまでの一連の開示請

求等の延長上にある開示請求であって、条例第５条第２項に規定する権利の濫用に

該当するとして非開示としている。 

(3) 条例第５条第２項該当性について 

ア 条例第５条第２項では、「何人も、この条例に基づく行政文書の開示を請求す

る権利を濫用してはならない。」と規定し、同条第３項では「実施機関は、前項

に規定する行政文書の開示を請求する権利の濫用に当たる請求があったと認める

ときは、当該請求を拒否することができる。」と規定している。 

イ 権利の濫用とは、「形式上権利の行使としての外形を備えるが、その具体的な

状況と実際の結果に照らし、その権利の本来の目的内容を逸脱するために実質的

には権利の行使として認めることができないと判断される行為」をいう（法令用

語研究会編「法律用語辞典（第５版）」（有斐閣））。 

横浜市の情報公開制度の目的は、情報を公開することにより「市民の的確な理

解と批判の下にある公正で民主的な市政の運営に資すること」（条例第１条）で

あり、市政に関する情報が広く公開され、それをもとに市政に対する適正な意見

が形成され、公正で市民の意見が反映された行政が実現されることが期待されて

いる。したがって、開示請求者は、このような条例の目的に即した適正な請求を

行うべきことが要請されているのであり、制度本来の趣旨を著しく逸脱した請求

は、権利の濫用に該当することとなる。 

具体的には、開示請求者の言動、開示請求の内容、方法等、当該請求による実

施機関の業務遂行の停滞その他様々な要素を総合的に勘案した結果、当該開示請

求に係る事務処理を行うことで実施機関の業務遂行に著しい支障を生じさせる場

合であって、かつ実施機関に対する請求者の害意が認められるときは、条例第５

条第２項に規定する開示請求権の濫用に該当すると解される。 

ウ 実施機関の手引によれば、実施機関は、特定の開示請求が「開示請求権の濫用」
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に該当するかどうかについては、具体的な事例を類型化して、次の四つを判断の

基準として運用している。 

(ｱ) 請求者の言動、請求の内容、方法等から開示請求の目的が文書開示以外にあ

ることが明らかに認められるとき。 

(ｲ) 開示を受ける意思のないことが明らかに認められるとき。

(ｳ) 開示の実施等において不適正な行為が繰り返されるとき。

(ｴ) 開示請求する実益はないことが明らかであるにもかかわらず、同一文書の請

求又は文書が特定できない請求を繰り返すとき。 

エ 本件開示請求について、実施機関は、土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道

との境界等に関連する開示請求であって、これまでの一連の開示請求等の延長上

にある開示請求であるとし、さらに、一連の開示請求等の多くが上記ウ(ｱ)から

(ｴ)までの基準を満たしているとした上で、一連の開示請求等を総合的に評価して

開示請求権の濫用禁止規定に該当するとして本件各処分を行っている。 

オ 実施機関が主張する審査請求人の一連の開示請求等（以下「一連の開示請求等」

という。）の状況につき、当審査会は、横浜市情報公開・個人情報保護審査会答

申第2351号から第2680号まで及び第2681号から第2687号までにおいて、次のような

事実を認定した。 

(ｱ) 審査請求人は、土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連する

行政文書又は保有個人情報について、平成29年度以降、平成30年11月16日まで

の間に、実施機関の１区５局に対し、1,200件以上の開示請求等を行っている。

実施機関の資料によれば、審査請求人からの１通の開示請求書又は個人情報本人

開示請求書に対応するのに、少なくとも１時間、ほとんどの場合は２時間以上を

要しており、１通で複数の行政文書を請求している案件や補正の手続に時間を要

した案件については合計30時間、40時間を要している場合も認められる。そして、

1,200件以上の行政文書及び保有個人情報の開示請求等の対応に要した時間は、

合計2,300時間余りとなっており、職員一人が１日の勤務時間全てを費やしたと

しても１年を超えるほどの極めて多大な労力を要したことが認められる。 

(ｲ) 審査請求人は、開示の実施に応じた場合でも、数時間にわたり自説を主張する

ばかりで文書にほとんど目を通さない、実施の最中に大声を出す、暴言や威圧的

な行為を行うなどの不適切な行為を行っている。そして、平成29年９月以降、審

査請求人は、実施機関のうち旭区役所内の部署以外に対しては、閲覧による開示
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の実施に全く応じなくなった。開示の実施に応じなかったものは400件を超えて

いた。 

(ｳ) 審査請求人は、多くの場合過去に請求した行政文書と同一の行政文書が特定さ

れることが明らかであるにもかかわらず繰り返し開示請求等を行っており、明ら

かに同一の行政文書が特定される開示請求が47回に及ぶ場合があった。また、審

査請求人は、開示決定等の期限が到来する前や、開示予定日よりも前に同一の行

政文書に対し新たな開示請求等を行ったり、審査請求を提起している開示決定等

に係る行政文書について、特段の事情の変化が生じていないにもかかわらず同一

の行政文書に対し新たな開示請求等を行っている。 

カ 上記認定した事実から、当審査会は、次のように判断した。

実施機関においては、一連の開示請求等に対応するために上記オ(ｱ)のような多

大な時間と労力を要しており、その結果、実施機関の他の行政事務の適正な遂行に

著しい支障をきたしていると認められる。 

また、一連の開示請求等においては、「開示の実施等において不適正な行為が

繰り返され」（上記オ(ｲ)）、審査請求人は、「開示請求する実益はないことが明

らかであるにもかかわらず、同一文書の請求」を繰り返し行っている（上記オ

(ｳ)）。

上記オ(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)のような審査請求人の一連の言動、請求の内容、方法等

の客観的事実を踏まえると、審査請求人には「開示を受ける意思のないこと」が

認められ、「開示請求の目的が文書開示以外にある」ことは明らかであり、これ

ら審査請求人の一連の行為が実施機関の他の行政事務の適正な遂行に著しい支障

をきたしていることを審査請求人は当然に認識していると考えられることから、

一連の開示請求等に係る一連の行為は害意に基づくものと評価することができる。 

キ 以上を踏まえ、本件開示請求の条例第５条第２項該当性について判断する。

本件開示請求は、別表１の「開示請求書記載の行政文書」欄の記載内容及び各

請求に係る日付から、土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連

して実施機関が保有する行政文書を対象としてなされたものであって、一連の開示

請求等の一部及びその延長でなされた開示請求であることが認められ、本件開示請

求と一連の開示請求等は、一体のものとして評価することができる。 

そうすると、本件開示請求についても、一連の開示請求等と同様に、害意に基づ

き実施機関の事務の適正な遂行に著しい支障をきたすものと評価することができる。 



－８－ 

 したがって、本件開示請求は、権利の濫用に当たり、条例第５条第２項に該当す

る。 

(4) 結論

以上のとおり、実施機関が本件開示請求を条例第５条第２項に規定する権利の濫

用に該当するとして非開示とした決定は、妥当である。 

（制度運用調査部会） 

委員 藤原靜雄、委員 金子正史、委員 松村雅生 



別表１ 

請求 

No. 

答申 

番号 
開示請求書記載の行政文書 決定通知日 決定内容 適用条項 諮問日 所管課 

1 2711 審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 89の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 90の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 91の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 92の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 93の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

審査庁殿 請求先不承知につき該当部署にて、道路審議票旭 94の原議写

しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

H31.1.31 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.3.6 建築局 

建築指導課 

2 2712 建建指第 1823号平成 30年 12月 27日付．別紙 2.1(1)「請求人は・・・

旭区白根特定丁目の自宅に隣接する道路に関する請求であり、一連の開

示請求の延長上にある同様の請求である。」について、「旭区白根特定丁

目の自宅に隣接する道路の位置範囲を明示した文書と内訳書及び納付書

同封の上、写しの郵送を希望する。 

建建指第 1823号平成 30年 12月 27日付．別紙 2.1(2)「すべての請求に

対し・・・しかし、請求人からの回答は一度もなく・・」について、「言

われる事象に対し、理由を付し処分庁に請求人が返書したすべての文書」

の内訳書及び納付書を同封の上、写しの郵送を希望する。 

H31.2.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.3.18 建築局 

建築指導課 

3 2713 道道調第 1305号平成 4年に旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下

「土地 A」という。）地先を建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42

条第 2項に規定する道路であると判定した。』とある。①旭区白根特定丁

H31.2.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.3.25 道路局 

道路調査課 

9



目特定地番Ａ地先の判定地及び②同、判定地に旭区白根特定丁目特定地

番Ａ地が接する部位の写しを求める。③同、昭和 25年 11月 23日から旭

区白根特定丁目特定地番Ａの土地は建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号）第 42条第 2項に規定する 2項道路となっている。と明示された文書

写しの交付。同関連 途中 2項道路でなかった時もあるとは④いつからい

つまでの期間か。⑤同地番場所。⑥同範囲はどこかを明示した写しを求

める。⑦同、昭和 40年 6月 5日から旭区白根特定丁目特定地番Ａ土地南

側は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する 2

項道路と道路法道路の共用道路となっている。の地番、範囲等の写しを

郵送により求める。 

4 2714 道道調 1305号平成 31年 1月 29日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29年度、平成 30年度）の上記各項に対し記載さ

れている部署から獲得し記載したであろう文書の原義の写しを内訳書及

び納付書同封の上、郵送を希望する。 

H31.2.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.3.25 道路局 

道路調査課 

5 2715 地籍調査課 ①昭和 43年度の国土調査（平板）にて確定した旭区白根特

定丁目地番特定地番Ａの座標値・方向角等、基準点の測量成果が記録さ

れている「成果簿（三角点・多角点・節点）」写し交付。②昭和 43 年度

の国土調査（平板）にて確定した同上地番特定地番Ａの、点名・所在地・

選点年月日・付近の略図等、基準点の記録を収めた「点の記（三角点・多

角点）」写しの交付。③昭和 43 年度の国土調査（平板）にて確定した同

上地番特定地番Ａの多角点平均図 基準点の配置を記録した「三角点平均

図」の写しの交付。④旭区白根特定丁目地番特定地番Ａ地一筆の土地の

地番・地目・面積・所有者など地籍調査による調査結果を記載した地籍

簿の写しの交付。②③④①項について郵送による開示を希望。内訳書及

び納付書兼領収書を同封願います。 

H31.3.15 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.12 環境創造局 

地籍調査課 

6 2716 (1) 

横浜市では、市民から建築基準法（昭和 25年法律第 201号）に基づく建

H31.3.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.19 建築局 

情報相談課 

10



築物の敷地、構造及び建築設備についての建築相談を受けた場合、建築

局建築指導部建築情報課（当時。現在の建築局建築指導部情報相談課。

以下「建築情報課」という。）で資料調査及び現地調査を行い写真を撮影

する建築情報課は、平成 20年 10月 10日に旭区旭士木事務所から旭区白

根特定番地について相談を受け、平成 20年 10月 21日に本件現地調査を

行った際、写真を撮影した。－その後それらの調査結果を基に、建築基

準法に違反する疑いがある建築物かどうか確認している（原文のまま）

に対する開示請求について一度も開示されないが、①平成 20年 10月 21

日に本件現地調査を行った際に撮影した写真の開示。②同．平成 20年 10

月 21 日に本件現地調査を行った際の調査書写しの交付。①②項について

郵送を希望。内訳書及び納付書兼領収書を同封願います。 

(2) 

建築情報課は、現地調査の際に撮影した写真の記録は、紙面に印刷し

たものを行政文書として保存している（原文のまま）①保存していると

謳われている本件に関する行政文書の開示。 

横情審会が実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。横

浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第 1365 号（平成 28 年 12 月 7

日）における「平成 20年 10月 10 日に旭土木事務所から旭区白根の建築

物について相談を受けた際の相談内容や調査結果を記した文書」の・・

（原文のまま）。②相談内容や調査結果を記した文書の開示。③写真につ

いては平成 20 年 10 月 22 日に情報課から相談票と共に引き継いだとの

ことでした（原文のまま）。平成 20 年 10 月 21 日に撮影し写真を紙面に

印刷後、写真は消去したとあるが、相談票と共に引き継いだ写真の開示。

④写真を紙面に印刷したと言う印刷した紙面の開示。郵送希望。納付書

兼領収書を同封願います。 

(3) 

情報相談課 ①Ａ審査課係長（当時）が違反対策課Ｂ課長から転送され

11



た隣家Ｃ某女の陳情電話を受け対応した際の文書」。②Ａ審査課係長が審

査課Ｄ職員へ調査を指示した文書」。③Ｄ職員が同 18年 9月 12日に現地

を調査し『違反は無いです。』と A4 版の調査報告書へ本件審査請求人が

暑名を求められ記載した文書」。④Ａ審査課係長が陳情者Ｃ某女に回答し

た文書」等は、①､②､③､④項を揃えて開示すると保管した。其の後は①

項文書を所在不明にし、「安全課の組織替え時に発見された」と①項のみ

黒塗した上で開示があったが、審査会で黒塗を解除した上で開示するよ

う指摘があり、請求人は平成 28年６月に黒塗なく閲覧した時と、同様の

文書の開示を求める。①②③④項については内訳書及び納付書同封のう

え郵送にて開示を希望します。 

7 2717 (1) 

処分庁が①「道路審議票旭 91」と表題にした際に、（財）道路管理センタ

ーから取り寄せた文書の開示。及び「道路審議票白根ＮＯ91」、「道路審

議票白根特定丁目 91」、「平成４年度建築道路課が保有する白根特定丁目

91)」、「建築局建築道路課が保有する道路審議票白根特定丁目 91(平成４

年度）」などなどを作成すると共に事象を次々と捏造し偽造作成した文書

に対し、下記の通り 

(1)「道路審議票白根 0丁目 91」文書の「１.判定欄に道路と記載されて

いる紙文書の裏面の開示。(2)「2.同書資料チェックリスト文書の開示。」

(3)「3.同添付されている全資料の開示。」

(2) 

『本来は検査係りが確認した上で是正勧告等の指導をすることになって

いる』と、A4用紙に記載された掌理事項をＥ建築審査課長（現建築指導

部長）から頂いている。 

処分庁は請求人敷地を平成 20年 10月 21 日に調査し、写真も写し調査書

を作成し、「違反建築物に対する是正勧告及び呼出通知書」を送付したと

違反場所等全部未開示であるが、①平成 20年 10月 21日の調査書と写真

H31.3.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.19 建築局 

建築指導課 
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の開示。②財)道路管理センターから平成 20 年 10 月 10 日に取り寄せ確

認したという図面 5－9：3－5の開示。③同平成 21年 3月 24日の調査書

と写真の開示。④調査をしていないと「取り消し」謝罪した根拠の開示。 

請求文書の内訳書と納付書を同封の上、郵送による開示を願います。 

(3) 

横浜市長 ①旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地に対する陳情電話を平

成 18 年 8 月 23 日にＡ審査課係長（現情報相談課長）が受け作成した文

書。②平成 18 年 9 月 12 日に調査をＤ職員に指示した文書。③同日「達

反はないです」と、請求人の署名入りのの報告をＤ職員から受けた調査

結果報告書。④同日、陳情者某に回答した文書。 

⑤平成 20年 12月 9日及び同 l2月 15 日「道路でも建築基準法２項道路

でもない。」と現況確認し、正月明けに書面を書くと約束したが反故にし

た建築道路課、審査課、情報相談課の失態に対し、Ｆ違反対策課長仲介

の謝罪の席で、道路課、審査課、違反対策課、情相課の 4 課が請求人に

対し謝罪した文書。番号付定文書の郵送による開示。 

8 2718 建築情報課請求先、道路審議票旭 92の原議写しを内訳書及び納付書同封

のうえ郵送にて開示希望します。 

H31.3.15 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.19 建築局 

建築指導課 

9 2719 建築情報課 1. 道路審議票旭 89 の原議写しの開示。2. 道路審議票旭

90の原議写しの開示。3. 道路審議票旭 91の原議写しの開示。4. 道路

審議票旭 92 の原議写しの開示。5.道路審議票旭 93 の原議写しの開示。

6. 道路審議票旭 94の原議写しの開示。（④頃については開示非開示の通

知がなく督促と再通知。） 

1.2.3.4.5.6 項について内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望

します。 

H31.3.22 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.19 建築局 

建築指導課 

10 2720 平成 31年 3月 15日建建指第 2309号別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29年度、平成 30年度）の各事項に対し記載さ

れている部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、

H31.4.5 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.19 建築局 

建築指導課 
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郵送を希望する 

11 2721 (1) 

道路局から K5 杭が記載された公図の返書があったにも関わらず、K5 杭

がわからないとの不可解な補正通知に対し、K5杭等の写真を写し『写真

の通りである。』と請求した。道道調 1165 号には『杭の位置を示した図

面が確認されました。』と記載されているにも関わらず、「これらの図面

には、隣接する土地と道路との境界標や境界線が示されています。しか

しながら、補正書の図面に記された K5杭の位置に境界標は存在しません

でした。」とは呆れているが、既に K5 境界線境界標杭を写真撮影し、道

路局調査課に送付してある。したがって速やかに⑲K5杭の設置理由の開

示。⑳公図上の K5新杭の位置を明示した文書の原議写しの開示。31.1.17

の再請求と督促。なお、⑲⑳項については内訳書及び納付書同封のうえ

郵送にて開示を希望する。 

(2) 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ) 

(ｷ)(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の旭区総務課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ) 

(ｷ)(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の旭区税務課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ) 

(ｷ)(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の旭区旭士木事務所から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

(3) 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ) 

(ｷ)(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の建築局建築指導課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

H31.3.22 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.22 道路局 

道路調査課 
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道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ) 

(ｷ)(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の道路局路政課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の道路局総務課から（平成 29年度、平成 30年度）(ｵ)(ｶ)(ｹ)

の各項について獲得した文書写しの交付 

(4) 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の市民局市民情報課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

道道調第 1377号平成 31年 2月 18日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の環境創造局地籍調査課から（平成 29年度、平成 30年度）

(ｳ)(ｵ)(ｶ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

建道道調第 1377 号平成 31 年 2 月 18 日付別紙 2(平成 29 年度、平成 30

年度）(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ)(ｹ)中の環境創造局地籍調査課から（平

成 29年度、平成 30年度）(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)(ｺ)の各項について獲得した文書

写しの交付 

12 2722 (1) 

道路局長 道路第 742 号他関連・②横浜市特定県営住宅敷地現形図文書

を請求されている。それを開示せずに、同一の行政文書が特定されてい

ることが明らかであるにもかかわらず、「特定されている」との文書の開

示。 

(2) 

道路局長 道路第 742 号他関連・指定の開示実施日に連絡なく、とは 9

月 4 日は台風で不要不急の外出はは控える様に出ている。繰り返し同様

の文書を開示請求させる根拠の開示。 

(3) 

H31.1.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.23 道路局 

路政課 
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道路局長 道路第 742 号他関連・開示請求に対し開示の努力をせずに、

「社会通念上考えられない間隔・頻度で開示請求を繰り返すとき」と勝

手なことを言われる根拠の開示 

(4) 

道路局長 道路第 742 号他関連 開示を受ける意志のないことが明らか

に認められるときと、判断した根拠の開示。 

(5) 

道路局長 道路第 742号他関連・他所へ丸投げをし、平成 32年 1月まで

延長にさせた事実を隠し、「現に審査請求を提起している開示決定等に係

る行政文書について、特段の事情の変化が生じていないにもかかわらず、

との判断根拠の開示 

(6) 

道路局長 道路第 742 号他関連 ア開示請求する実益はないことが明ら

かであるにもかかわらず、請求を繰り返していると求められるときの「実

益が無い」と判断した根拠の開示 

(7) 

道路局長 道路第 742 号他関連・開示決定を受けたにもかかわらずとは、

②横浜市特定県営住宅敷地現形図文書の開示決定はない。未だに未開示

である写しの開示。 

(8) 

道路局路政課、道路局 8 階だったと思うが、複写機利用で並んでいる職

員を分け入り、路政課相談席に出向き、休憩室で会議中のＧ課旭区担当

者に到着を告げた際に、神奈川県職員のＨ管理課長及び横浜市のＩ建築

局建築道路課係長とＪ籍調査課担当者、路政課旭区担当者が居り、卓子

の上には 1.2.3.4 文書一式が有った。其のうちの②横浜市特定県営住宅

敷地現形図の写しの開示。 

(9) 
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道路局路政課 神奈川県職員のＨ管理課長及び横浜市のＩ建築局建築道

路課係長とＪ籍調査課担当者、路政課旭区担当者が居り、卓子の上には

1.2.3.4 文書一式が有った会議の会議内容及び会議事実の開示。 

(10) 

道路局路政課 横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲特定番地乙公図、②

横浜市特定県営住宅敷地現形図、③横浜市特定県営住宅敷地求積図、④

横浜市特定県営住宅敷地査定図の写しの一式を請求したが、実施機関は

一式とは名ばかり、「横浜市特定県営住宅敷地現形図・194 (法 224) の

みの文書」の開示 

13 2723 (1) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)中の市民局市民情報課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付

(2) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の建築局建築指導課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付

(3) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の道路局路政課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付

(4) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4 日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の旭区税務課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付

(5) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

H31.2.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.23 道路局 

路政課 
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(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の旭区総務課から（平成 29年度、平成 30年度）(ｵ)(ｶ)(ｸ)(ｹ)

の各項について獲得した文書写しの交付 

(6) 

道路第 1084 号の建築局建築情報相談課（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ)(ｹ)中の環境創造局地籍調査課から（平成 29

年度、平成 30 年度）(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)(ｺ)の各項について獲得した文書写し

の交付 

(7) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付関連別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)中の道路局道路調査課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

(8) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)中の旭区旭土木事務所から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

(9) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)中の環境創造局地籍調査課から（平成 29 年度、平成 30 年度）

(ｳ)(ｵ)(ｶ)(ｹ)の各項について獲得した文書写しの交付 

(10) 

道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2 (ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29 年度、平成 30 年度）の各事項に対し記載されて

いる部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、郵送

を希望する。 

14 2724 平成 31年 3月 18日付建情第 2115号別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29 年度、平成 30 年度）の各事項に対し記載されて

いる部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、郵送

H31.4.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.25 建築局 

情報相談課 
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を希望する 

15 2725 平成 18 年 8 月 23 日にＢ違反対策課長からの転送電話で隣家Ｃ某女の陳

情を、Ａ建築審査課係長（現情報相談課長）が受付けた陳情理由の開示。

②平成 18 年 9 月 12 日にＤ建築審査課員に調査をさせ、本件請求者の署

名入りの「違反はないです。」と報告を受けた文書の開示 ③Ｃ某女に調

査結果の回答をしなかった理由の開示。平成 20 年 12 月 9 日にＡ建築審

査課係長（現情報相談課長）が、Ｋ審査課検査係に確認させた文書の開

示。各項について郵送による開示を希望 

横浜市長 1787 通の偽造文書が開示されているが其のうち建築局情報相

談課 平成 24 年度中に請求者宛に開示された偽造文書の原議の写しを

内訳書と納付書を同封して頂き処理後、郵送にて開示を希望する。 

H31.4.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.25 建築局 

情報相談課 

16 2726 『該当地については、昭和 43年に国士調査を実施し、現在法務局の地図

において、市道白根 164 号線と同一地番である特定地番Ｂとなっていま

す。したがって、当該地は本市所有の道路となります』との道路は、地

番特定地番Ａと同特定地番Ｃ境界線間に「当該地と呼称されるような（地

番特定地番Ｂ道路」はないしたがって当該地とはどこか。「横浜市所有の

当該地とは何処に存在するのか。」写しの開示を求める。 

横浜市長 1787 通の偽造文書が開示されているが其のうち道路局Ｌ旭

土木事務所長平成 24年度中に請求者宛に開示された偽造文書。の道水路

境界調査の承諾書の原議の写しを内訳書と納付書を同封して頂き処理

後、郵送にて開示を希望する。 

横浜市長 1787 通の偽造文書が開示されているが其のうち道路局Ｍ路

政課長 平成 24 年度中に請求者宛に開示された偽造文書。の原議の写し

を内訳書と納付書を同封して頂き処理後、郵送にて開示を希望する。 

横浜市長 1787 通の偽造文書が開示されているが其のうち道路局道路

部Ｎ道路調査課長 平成 24年度中に請求者宛に開示された偽造文書。区

域線図、道路平面図の原議の写しを内訳書と納付書を同封して頂き処理

H31.4.3 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

H31.4.26 道路局 

総務課 
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後、郵送にて開示を希望する。 

K5 杭が記載された公図の返書が横浜市長からあったにも関わらず、「K5

杭が分からない」と補正通知書の送付があり、K5杭等の写真を写し『写

真の通りである。』と送付した。横浜市長は、道道調 1165 号にて『杭の

位置を示した図面が確認されました。』と記載してあるにも関わらず、横

浜市長は、「これらの図面には、隣接する土地と道路との境界標や境界線

が示されています。しかしながら補正書の図面に記された K5杭の位置に

境界標は存在しませんでした。」との記載には呆れたが、既に K5 境界線

境界標杭は写真撮影し、横浜市長所属道路局調査課に送付済である。横

浜市長は速やかに⑲K5 杭の設置理由書論拠の開示。⑳公図上の K5 新杭

の位置を明示した文書の原議の写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送

にて開示を希望する。 

17 2727 (1) 

道路局、Ｏ道路局長裁決の道路第 1084 号別紙２の１頁 1 本件開示請求

に関連した対応について欄、平成４年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａ

の土地地先について、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第

2項に規定する道路であると判定した。部位が明示された公図の開示。旭

区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先と表した地先に接する地番特定地

番Ａの部位が明示された公図の開示。ア 同「土地 A」地番特定地番Ａ地

と接する、部位部分が建築基準法第 42条第 2項に規定する道路であると

判定した道路及び明示された公図の開示。横浜市長 同、昭和 25 年 11

月 23 日から旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地は建築基準法（昭和 25

年法律第 201号）第 42条第 2項に規定する 2項道路となっていることが

明示された公図の開示。横浜市長 同、途中２項道路でなかった時もあ

る。について期間、範囲が明示されている公図の開示。 

(2) 

同横浜市長 昭和 40 年 6 月 5 日から旭区白根特定丁目特定地番Ａ土地

H31.3.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.5.8 道路局 

路政課 
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南側は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42条第 2 項に規定する

2項道路と道路法道路の共用道路となっている。について、共用道路が明

示された公図の開示。同横浜市長 昭和 40年 6月 5日から旭区白根特定

丁目特定地番Ａの南側土地は建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42

条第 2 項に規定する２項道路と道路法道路の共用道路となっていなかっ

た。と確認した公図の開示。同横浜市長平成 10 年 7 月 31 日に道水路境

界調査により、２項道路と道路法道路との共用道路となったとの文書が

ある。ア平成 10 年 7 月 31 日に道水路境界調査の申請した公図上の位置

の開示。イ同、国土調査時の査定杭の位置の開示。ウ地番特定地番Ａ所

有者が 18 番杭から 19 番杭まで道路だ。と承諾した承諾書の開示を求め

る。エ横浜市長 平成 10 年 4 月 20 日に申請された道水路境界調査の申

請箇所開示を求める。同横浜市長 同申請地の申請地番の開示を求める。 

(3) 

横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｐ氏が承諾した場所の開示を求める。ク

横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｑ氏が承諾した場所の開示を求める。ケ

横浜市長 地番白根特定地番Ｅ Ｒ氏が承諾した場所の開示を求める。同

横浜市長 地番白根特定地番Ｆ Ｓ氏はどこについて承諾したのか場所

を明示し開示を求める。同横浜市長 『平成 4年に建築基準法（昭和 25

年法 201 号）第 42 条第２項に規定する道路であると判定した。』公図上

の場所の開示を求める。②なお、範囲について筆界杭を公図上に明示し

た上で開示を求める。③「途中、２項道路でなかった時がある。」とは何

年何月何日からどの部位か。公図上に筆界標杭を明示した上で開示を求

める。同道路局 昭和 40年 6月 5 日から共有道路になったとある特定地

番Ａ地番に関する該当範囲を公図に筆界標杭を明示した上で開示を求め

る。イ「・・２項道路と道路法道路の共用道路となっていなかった」につ

いて部位を明示した上で開示を求める。 

(4)
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横浜市長 平成 10 年 7 月 31 日に道水路境界調査地は、神奈川県が県有

地特定地番Ｇほかについて申請し、道路局と協議しているが、協議した

個所の開示を求める。エ横浜市長 私有地を搾取している現状に対し謝

罪はあったが、国土調査時に復元するという工程表の開示を求める。オ

同場所については「２項道路でも道路法道路でも無く『平成４年に２項

道路と判定した』とあるが判定した月日と範囲について開示を求める。

カ横浜市長 平成４年に２項道路と判定したことを、告示し市民に明ら

かにした事実を明示した文書の開示を求める。 

(5) 

道路局長・道路第 1084 号（平成 31 年 1月 4 日付）について未回答につ

き開示請求をす。別紙２の１頁１本件開示請求に関連した対応について

欄 １ 横浜市長・・・は『平成 4年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの

土地（以下「士地 A」という。）地先について、建築基準法（昭和 25年法

律第 201 号）第 42 条第２項に規定する道路であると判定した。』等に対

する開示請求。 

① 旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先と表し、土地に接する部位が

明示されていないが「土地 A」即ち地番特定地番Ａ地と接するどの部位部

分について建築基準法第 42 条第２項に規定する道路であると判定され

た「告示文書及び判定区間の公図」の開示。 

② 途中 2 項道路でなかった時もある。と記載された文書及び期間、場

所、範囲の開示。 

③ 横浜市長 昭和 40 年 6 月 5 日から旭区白根特定丁目特定地番Ａ土地

南側は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42条第２項に規定する

２項道路と道路法道路の共用道路となっている。と記載された文書の開

示。 

④ 共用道路がどこにあるのか公図上に明示された文書の開示。 

⑤ 横浜市長 昭和 40 年 6 月 5 日から旭区白根特定丁目特定地番Ａの南
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側土地は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第２項に規定す

る２項道路と道路法道路の共用道路となっていなかった。と記載された

文書の開示。 

⑥ 横浜市長 平成 10年 7月 31日に道水路境界調査により、２項道路と

道路法道路との共用道路となった。について、平成 10 年 7 月 31 日に道

水路境界調査をした地番、場所の開示。 

⑦ 同調査で請求者敷地が国土調査時より搾取している事が分かる道路

管理センター送付来文書及び道路図の開示。 

⑧ 同特定地番Ａ所有者が 18番杭から 19番杭まで道路だ。と承諾してい

る。の承諾場所を表示した表示図の開示。 

⑨ 横浜市長 平成 10 年 4 月 20 日に神奈川県から申請された道水路境

界調査の申請箇所の開示を求める。⑩ 同申請者が申請した申請地の申請

地番の開示。⑪横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｐ氏が承諾した場所の開

示。⑫横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｑ氏が承諾した場所の開示。⑬横

浜市長 地番白根特定地番Ｅ Ｒ氏が承諾した場所の開示を求める。⑭横

浜市長 地番白根特定地番Ｆ Ｓ氏が承諾した場所の開示を求める。⑮ 

横浜市長『平成 4 年に建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第

２項に規定する道路であると判定した』の範囲について境界標杭を明示

した公図の開示。⑯ 「途中、２項道路でなかった時がある。」とは何年

何月何日から何日までだったのか明示された文書の開示。⑰どの部位だ

ったのかが明示された公図の開示。⑱昭和 40年６月５日から供用道路に

なっている。の範囲が記載された公図の開示。⑲その事実について筆界

標杭を明示した公図の開示を求める。⑳「・・2項道路と道路法道路の共

用道路となっていなかった」の確認した文書。㉑同確認した公図の開示。 

㉒横浜市長 平成 10 年 7 月 31 日に関する道水路境界調査地は神奈川県

有地特定地番Ｇに関する部位を申請している。横浜市が私有地を搾取し

ている現況現状に対し国土調査時に復元されるよう求めている。同場所
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については「２項道路でも道路法道路でも無く『平成 4 年に２項道路と

判定した』の判定した年月日の開示を求める。 

㉓横浜市が平成４年に２項道路と判定したことを、告示等により市民に

明らかにした事実を明示した文書の開示を求める。㉔ 神奈川県から購入

した板塀（構造物）で請求者の土地は囲われていた（環境創造局）。横浜

市長・・・は、上述の通り何度も建築基準怯（昭和 25年法律第 201号）

第 42 条第２項に規定する２項道路と判定している。判定の都度の各境界

線境界標（筆界標杭）により明示した文書及び公図の開示を求める。 

㉕横浜市長 旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地に接する部位につい

て、道路局長、総務、路政、調査課長３課及び旭土木事務所で共有した

地について、地籍調査課は４回、旭土木事務所も３回、旭区役所も公図

と違っている。と４回現認し『公図と同形に復元されれば，取り過ぎた

税を還付する』と言っている。地籍調査課長と係長は『国士調査時とは

曲がっている。国土調査後工事をした業者と旭土木事務所が悪い。旭土

木事務所に確認した方がよい。』と教示を受けた。国土調査時と現況との

差異が明示された公図の開示を求める。 

㉖県から移譲受時の境界線境界標（筆界標杭）杭位置を公図上に明示し

た公図の開示を求める。 

㉗国士調査時の境界線境界標（筆界杭）を道路局が埋設あるいは抜き取

り等により現況にした理由についての開示。 

㉘平成 10 年 7 月 31 日に道路局は国土調査に基づき復元したと、私有地

旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地を取り込んだ事が分かる（財）道路

管理センター発行の縮尺平面図 1:500中心図面番号 5-9：3-5にて写しの

開示を求める。 

㉙横浜市長・・は、「昭和 25 年 11 月 23 日から旭区白根特定丁目特定地

番Ａの土地は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第２項に規

定する２項道路となっている」「途中２項道路でなかった時もある。」な
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どと文書を送付後に、横浜市長は謝罪をしているにも関わらず、横浜市

長 平成 31 年１月４日付の文書では『平成４年に建築基準法（昭和 25

年法律第 201号）第 42条第２項に規定する道路であると判定した』とあ

る。神奈川県が設置した板塀（構造物）により囲われている請求者の土

地の何処の筆界標杭間を、４度も建築基準法（昭和 25年法律第 201号）

第 42 条第２項に規定する２項道路と判定したのか筆界標杭を公図上に

明示した公図の開示を求める。 

㉚旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地は、国土調査時以前から境界線境

界標抗（筆界杭）により道路でも２項道路でもないことが明示され、昭

和 25年に制定されている。昭和 40年 6月 5 日に供用道路となっている。

について明示された公園の開示。 

18 2728 横浜市長 1787 通の偽造文書が開示されているが其のうち建築局建築指

導課 平成 24 年度中に請求者宛に開示された偽造文書の原議の写しを

内訳書と納付書を同封して頂き処理後、郵送にて開示を希望する。 

H31.4.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.5.10 建築局 

建築指導課 

19 2729 建築局建築指導課再請求と督促 

「道路審議票旭 89 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 90 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 91 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 92 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 93 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 94 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

H31.4.16 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.5.10 建築局 

建築指導課 
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建築局建築指導課 

横浜市長が「旭区白根特定丁目特定地番Ａに対し、別紙２『経緯・・平成

4 年に２項道路に規定する道路であると判定したと弁明があるが、道路

がどこにあるのかを明示した原議写しを、内訳書及び納付書同封のうえ

郵送にて開示希望します。公図の開示 

建築局建築指導課 

「道路審議票白根○丁目 91」文書には作成年月日も調査資料も、何処に

ついての道路相談なのか相談した場所、相談年月日、相談者の住所氏名

が記載されていない。ので正しく記載されているであろう。原議写しを

内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

建築局建築指導課 

「旭区白根特定丁目特定地番Ａ 地先 の土地の道路判定及び隣接する

市道との境界等に関して請求された記載内容に該当する行政文書」と文

書偽造を重ね失態を『地先』と隠ぺいした。現況証拠に基づいた原議写

しを、内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

20 2730 旭区白根地番特定地番Ａ地の成果簿作成するにあたり４すみの筆界杭の

測量値及び其の筆界の開示。 道路局路政課 横浜市保土ヶ谷区白根町

特定番地甲 特定番地乙公図、②横浜市特定県営住宅敷地現形図、③横浜

市特定県営住宅敷地求積図、④横浜市特定県営住宅敷地査定図の写し一

式のうち「横浜市特定県営住宅敷地現形図」の開示 

H31.4.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.5.30 道路局 

路政課 

21 2731 横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲 特定番地乙公図、②横浜市特定県営

住宅敷地現形図、③横浜市特定県営住宅敷地求積図、④横浜市特定県営

住宅敷地査定図の写し一式のうち「横浜市特定県営住宅敷地現形図」の

開示。実施機関道路局路政課 

R元.5.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.5.30 道路局 

路政課 

22 2732 旭区白根地番特定地番Ａ地の成果簿作成するにあたり 4 すみの筆界杭の

測量値及び其の筆界の開示。地籍調査課 横浜市保土ヶ谷区白根町特定

番地甲 特定番地乙公図、②横浜市特定県営住宅敷地現形図、③横浜市特

H31.4.25 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.4 環境創造局 

地籍調査課 
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定県営住宅敷地求積図、④横浜市特定県営住宅敷地査定図の写し一式の

うち「横浜市特定県営住宅敷地現形図」の開示 

23 2733 旭区白根地番特定地番Ａ地の成果簿作成するにあたり４すみの筆界杭の

測量値及び其の筆界の開示。 実施機関環境創造局 地籍調査課 

R元.5.14 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.4 環境創造局 

地籍調査課 

24 2734 平成 30年 11月 14日付て開示請求した、1.請求文書に対し存在、不存在

及び開示、非開等の決定がなく、他の請求事象『27件同じ文書を開示請

求した』に対する該当文害の開 2.『審査請求人の害が認められるためと、

実施機関が請求されたことに判断した請求文書の開示。 

3.『開示請求権の濫用』などと実施幾関が判断した請求文書に該当する

文書の開示請求文書に対する開示、非開示ではなく、請求事象を理由に

非開示決定したが請求文書の開示を求める。 道路局調査課。 

R元.5.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.11 建築局 

情報相談課 

25 2735 平成 18 年 8 月 23 日に山下町シェルビル内で某違反対策課長からの転送

電話をＡ現情報相談課長（当時審査課係長）が受付け作成した文書の開

示。Ａ当時審査課係長がＤ職員に調査を指示した文書。③Ｄ職員が『そ

の事実無し』と調査し、本件請求人が署名した文書。④Ａ当時審査課係

長（現情報相談課長）が、転送電話の陳情者（Ｃ某女）に回答した文書。

①②③④工程からなる文書を、平成 27 年 9 月 14 日に開示請求し１項分

のみが開示されたが②③④項文書の開示。 

H31.4.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.11 建築局 

情報相談課 

26 2736 ① 建築局建築道路課の保有する道路審議票白根○丁目 91（平成 4年度）」

文書は改竄し偽造作成した上に黒塗加工し開示された。が、改竄し偽造

作成し黒塗加工する前の『原議の写しの開示を求める。』 

② 平成 29年 6月 26日付で「建築局建築道路課の保有する道路審議票白

根〇丁目 91 (平成 4 年度)」文書を改竄し偽造作成した上に黒塗加工し

た。更に建建指第 500、501、502、503、504、505、506、507号では「道

路審議票白根〇丁目 91」と改竄し偽造した。其の偽造した文書を上述番

号により、８件開示された。「各 8文書の原議写しの開示を求める。」 

③ 「①②の請求に対し起案・立案し、建築指導部長まで経伺した文書の

H31.4.23 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.14 建築局 

建築指導課 
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開示。」 

①～③項にて請求した文書について内訳書及び納付書同封の上、処理後

に郵送を希望す。 

27 2737 平成 31年 4月 8日建建指第 33号 別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29 年度、平成 30 年度）の各事項に対し記載されて

いる部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、郵送

を希望する 

平成 31年 4月 8 日建建指第 33 号 別紙 1 に記載のある案件の未開示に

ついて督促をする。 

H31.4.25 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.14 建築局 

建築指導課 

28 2738 平成 31年 4月 16日建建指第 73号 別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29 年度、平成 30 年度）の各事項に対し記載されて

いる部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、郵送

を希望する 

平成 31 年 4 月 8 日建建指第 33 号及び 73 号 別紙１に記載のある案件

は未開示である。 

『督促』  建築局建築指導部建築指導課 

H31.4.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.14 建築局 

建築指導課 

29 2739 道路局総務、路政、道路調査課、旭土木事務所共有と地籍調査課 神奈

川県から移譲受時の地番特定地番Ｂの境界線境界標（筆界標杭）杭と地

番特定地番Ａ地との境界線境界標（筆界標杭）杭を明示した文書と公図

の開示。②項道路局は国土調査時に境界線境界標（筆界）杭の位置が決

まっている。復元などの必要がないにも関わらず、平成 10 年 7 月 31 日

に国土調査どおりに復元したという。地番特定地番Ａ地と特定地番Ｃ双

方の杭の位置を明示した文書と公図の開示。 

R元.5.29 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.6.26 環境創造局 

地籍調査課 

30 2740 道路第 1084号平成 31年 1月 4日付．別紙 2(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)(ｸ) 

(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29 年度、平成 30 年度）の各事項に対し記載されて

いる部署から獲得した文書の原議の写しを内訳書納付書同封の上、郵送

を希望する。再請求と督促である。 

R元.6.10 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.3 道路局 

路政課 
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平成 4 年に建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第２項に規定

する道路となったとある『•••土地先の所在場所、範囲を明示した公図の

写しの開示を求める。』 

31 2741 道路局路政課 平成 31年 4月 23日付関連、1. 請求文書に対し存在、不

存在及び開示、非開等の決定がなく他の請求事象『27件同じ文書を開示

請求した』に対する該当文書の開示を求める。 

2.『実施機関が請求されたことに対し、審査請求人の害が認められるた

めと、判断した文書の開示。3. 実施機関が『開示請求権の濫用』などと

判断した請求文書に該当する文書の開示 4 請求文書に対する開示、非開

示ではなく、請求事象を理由に非開示決定したが請求文書の開示を求め

る。 

R元.5.30 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.3 道路局 

路政課 

32 2742 地籍調査課 市道白根第 164 号線道路と同地番特定地番Ａと地番特定地

番Ｃとの境界点の構造物にペンキが塗ってあったとのことである。構造

物が筆界であるが境界線筆界杭写の開示。 

旭土木事務所長 市道白根第 164号線道路と、同地番特定地番Ａ の境界

点（査定点）と地番特定地番Ｃ地の境界標の開示。 

R元.6.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 環境創造局 

地籍調査課 

33 2743 道路局総務課３課及び旭土木事務所共有案件 

① 道路局長は神奈川県から横浜市が道路移譲された市道白根第 164 号

線について、平成 31 年 4 月 26 日に２名の係長を派遣し、旭区白根特定

丁目特定地番Ｃ地の査定杭から、同特定地番Ｈ地まで 44.06mの査定杭間

が記載されている地積表及び公図の開示。②同、神奈川県から市道白根

第 164 号線地番特定地番Ｂを道路移譲時の同特定地番Ｈ、特定地番Ｉ、

特定地番Ｊ、特定地番Ａ地の査定抗の開示。 

③ ②項が地番特定地番Ｃ地の査定杭へ結線されている公図の開示。④

同、地番特定地番Ａ宅と地番特定地番Ｃとの境界点（査定点）にペンキ

の塗ってあった構造物と同、地番特定地番Ａの境界点（査定点）と地番

特定地番Ｃ地の境界票の開示。⑤昭和 43年度の国土調査で確定している

R元.5.30 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 道路局 

総務課 

29



地番特定地番Ｃ地の東北,東南,西北,西南の 4角の査定杭の開示。⑥同地

番特定地番Ｈ地の査定杭から地番特定地番Ｃ地の東北,西北の査定杭間

の査定杭に接続された杭の設置位置の開示。 

34 2744 道路局総務課 道路局総務、路政、調査課、旭土木事務所共有案件 

平成 10 年 7 月 31 日の道水路境界調査で道路法道路と２項道路との共用

道路となったと、申請地外の請求人所有地を搾取したことに対し復元を

求めている現況を、平成 31年 4月 26日に２名の道路局係長が確認した。

其の後の該当地地番、範囲等について明示した公図原議の写しの開示。 

R元.6.11 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 道路局 

総務課 

35 2745 県から移譲受時の地番特定地番Ｂの境界線境界標（筆界標杭）杭と地番

特定地番Ａ地との境界線境界標（筆界標杭）杭を明示した文書の開示 

道路局が国土調査時の境界線境界標（筆界）杭の位置に基づき平成 10年

7月 31日に国土調査どおりに復元したという、地番特定地番Ａ地と双方

の杭の位置を明示した文書の開示 

申請に基づき平成 10年 7月 31 日に復元したという申請場所場所（地番）

と範囲の開示 

県から移譲受時の境界線境界標（筆界標杭）杭と地番特定地番Ａ地との

境界線境界標（筆界標杭）杭を明示した文書の開示。道路局総務、路政

課、道路調査課及び旭土木事務所共有案件 

—督促—横浜市の情報の公開に関する条例 10条は、開示請求があったとき

は開示・非開示の決定を行うと共に書面により請求者に通知しなければ

ならない旨を規定しているが、条例に基づく申請に対して、開示・非開

示の決定をせず、何らの処分もない「処分の不作為」がある。 

R元.5.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 道路局 

総務課 

36 2746 道路局総務、路政、道路調査課、旭土木事務所共有と地籍調査課 

神奈川県から移譲受時の地番特定地番Ｂの境界線境界標（筆界標杭）杭

と地番特定地番Ａ地との境界線境界標（筆界標杭）杭を明示した文書と

公図の開示。②項道路局は国土調査時に境界線境界標（筆界）杭の位置

が決まっている。復元などの必要がないにも関わらず、平成 10年 7月 31

R元.5.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 道路局 

総務課 
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日に国土調査どおりに復元したという。地番特定地番Ａ地と特定地番Ｃ

双方の杭の位置を明示した文書と公図の開示。 

37 2747 道路局総務課 

平成 31年 4月 26日関連、 

1. 請求文書に対し存在、不存在及び開示、非開等の決定がなく他の請求

事象『27件同じ文書を開示請求した』に対する該当文書の開示を求める。 

2. 「実施機関が請求されたことに対し、審査請求人の害が認められるた

めと、判断した文書の開示。3. 実施機関が『開示請求権の濫用』などと

判断した請求文書に該当する文書の開示 4. 請求文書に対する開示、非

開示ではなく、請求事象を理由に非開示決定したが請求文書の開示を求

める。 

R元.5.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.4 道路局 

総務課 

38 2748 建築情報課 

平成 31年 4月 19日付関連、1. 請求文書に対し存在、不存在及び開示、

非開等の決定がなく他の請求事象『27件同じ文書を開示請求した』に対

する該当文書の開示を求める。 

2. 『実施機関が請求されたことに対し、審査請求人の害が認められるた

めと、判断した文書の開示。3. 実施機関が『開示請求権の濫用』などと

判断した請求文書に該当する文書の開示 4. 請求文書に対する開示、非

開示ではなく、請求事象を理由に非開示決定したが請求文書の開示を求

める。 

R元.5.28 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.8 建築局 

情報相談課 

39 2749 建築情報課は平成 20 年 10 月 21 日に請求者の敷地に関し写真を写し調

査書も作成したという。写真及び調査書の開示 

R元.6.25 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.10 建築局 

情報相談課 

40 2750 建築指導課 

平成 31年 4月 19日付関連、1. 請求文書に対し存在、不存在及び開示、

非開示の決定がなく他の請求事象『27件同じ文書を開示請求した』に対

する該当文書の開示を求める。 

2. 『実施機関が請求されたことに対し、審査請求人の害が認められるた

R元.5.29 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.10 建築局 

建築指導課 
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めと、判断した文書の開示。3. 実施機関が『開示請求権の濫用』などと

判断した請求文書に該当する文書の開示 4 請求に対する開示、非開示で

はなく、請求事象を理由に非開示決定したが請求文書の開示を求める。 

41 2751 建築指導課「道路審議票旭 91」文書の原議の写しの開示 

建築指導課「建築局建築道路課が保有する道路審議票白根特定丁目 91 

(平成 4 年度）」文書の開示②建築指導課「建築局建築道路課が保有する

道路審議票白根特定丁目 91（平成 4年度）」の「平成 4年度」部分を文頭

に改竄し付定した「平成 4 年度建築建築道路課が保有する白根特定丁目

91)」文書の写しの開示 

R元.6.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.16 建築局 

建築指導課 

42 2752 Ａ情報相談課長は、審査課係長時に違反対策課Ｂ課長から転送された隣

家Ｃ某女の陳情電話を受け対応し、同審査課Ｄ職員へ陳情案件について

調査を指示しＤ職員が同 18 年 9 月 12 日に現地を調査し、調査結果『工

事の事実は無いです。』と記載された A4 版大の調査報告書へ本件審査睛

求人が署名した文書写の開示」 

Ａ情報相談課長は、審査課係長時に、違反対策課Ｂ課長から転送された

隣家Ｃ某女の陳情電話を受け対応した文書を、平成 31年 3月に全面を黒

塗した上で開示された。 

『同陳情案件に対し、Ａ当時審査課係長が同審査課Ｄ職員へ調査を指示

した文書写の開示」。 

Ａ情報相談課長は、審査課係長時に違反対策課Ｂ課長から転送された隣

家Ｃ某女の陳情電話を受け対応し、同審査課Ｄ職員へ陳情案件について

調査を指示しＤ職員が同 18年９月 12日に現地を調査し、『工事の事実は

無いです。』と報告があった件について「その後、特段の処置を取らず」

と記載した起案文書に承認済とした文書写の開示」 

R元.6.27 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.18 建築局 

情報相談課 

43 2753 道路局路政課長 平成 31年 1月 8日付「Ｔ様が所有されている土地と横

浜市道敷地について」の文書１(1)1:市道白根第 164号線に係る・・・原

議一式のうち、横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲•特定番地乙写公図及

R元.6.28 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.24 道路局 

路政課 

32



び横浜市特定県営住宅敷地査定図参照）などと誤魔化し道路局４課長連

名で送付されたが、横浜市特定県営住宅敷地求積図及び横浜市特定県営

住宅敷地現形図双方を参照とされた文書写の開示。 

令和元年 5月 30日道路第 193号関連 

道路局 ２名の係長が平成 31 年 4 月 26 日請求者の地番特定地番Ａ地を

横浜市が搾取しているのを確認している。神奈川県から横浜市が移譲受

けした求積図による地番特定地番Ｂ道路の中心線の開示。 

道路局、令和元年 5月 30日道路第 194号関連 

上記にて『土地 A』と旭区白根地番特定地番Ａ地を道路などと記載してい

るが、法務局に横浜市が登記してあるのを確認したが、道路は地番特定

地番Ａ地の境界線外である。したがって敷地内に２項道路だと誤魔化し、

更に国土調査の復元だなどとも誤魔化した上で承諾を得たなどと、場所

違いの承諾書を開示した横浜市は、私有地を搾取している。国土調査に

基づいたとは虚言、２名の係長も平成 31 年 4 月 26日に搾取を確認して

いる。地番特定地番Ａ地の公図写の開示。 

44 2754 実施機関道路局路政課 

横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲、特定番地乙公図、②横浜市特定県

営住宅敷地現形図、③横浜市特定県営住宅敷地求積図、④横浜市特定県

営住宅敷地査定図の写し一式のうち「横浜市特定県営住宅敷地現形図」

の開請求した文書について内訳書、納付書同封の上、請求人の処理後に

郵送を希望 

道路局、令和元年 5月 30日道路第 194号にて『土地 A』と旭区白根地番

特定地番Ａ地を道路などと記載しているが、法務局に横浜市が登記して

あるのを確認した。道路は地番特定地番Ａ地の境界線外である。従って

敷地内を 2 項道路だと所有者から承諾書を頂いているとの文書は虚言。

国土調査の復元だなどと誤魔化した。承諾書を開示出来居ないではない

か。道路局は私有地を、国土調査に基づいたと搾取している現況を、２

R元.7.11 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.24 道路局 

路政課 
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名の係長が、平成 31 年 4 月 26 日に確認した地番特定地番Ａ地の公図写

の開示。 

道路局路政課長 平成 31年 1月 8日付「Ｔ様が所有されている土地と横

浜市道敷地について」1(1) 1: 市道白根第 164号線に係る•••原議一式の

うち、横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲・特定番地乙写公図及び横浜

市特定県営住宅敷地査定図参照）などと誤魔化し道路局４課長連名で送

付されたが、横浜市特定県営住宅敷地求積図及び特定県営住宅敷地現形

図双方を参照とされた文書写の開示を求める。 

45 2755 実施機関環境創造局 地籍調査課 

旭区白根地番特定地番Ａ地の成果簿作成するにあたり４すみの筆界杭の

測量値及び其の筆界位置を明示した公図の開示。 

R元.7.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.24 環境創造局 

地籍調査課 

46 2756 地籍調査課 市道白根第 164 号線道路と同地番特定地番Ａと地番特定地

番Ｃとの境界点の構造物にペンキが塗ってあったと地籍調査課長が立ち

会っている。 

構造物とは、神奈川県が建立した板塀が筆界である。境界線筆界杭記載

文書写の開示。 

R元.7.9 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.24 環境創造局 

地籍調査課 

47 2757 道路局総務課 総務、路政、調査課、旭土木事務所共有平成 31年 3月 8

日付、横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲・特定番地乙写公図及び横浜

市特定県営住宅敷地求積図参照）とした上で送付した文書に対し、返書

を求めたが回答がない。３度目の督促をする。と共に同送付分書に対し、

道路局長へ起案し稟議し裁決した文書写の開示。 

R元.6.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.26 道路局 

総務課 

48 2758 道路局総務課 県から移譲受時の地番特定地番Ｂ道路との境界線境界標

筆界標抗と地番特定地番Ａ地の境界線境界標（筆界標抗）杭を明示した

文書と公図は未だ未開示だが、道水路境界調査申請してない地番特定地

番Ａ地の所有者が国土調査に基づき復元に承諾した承諾書の写の開示 

R元.6.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.26 道路局 

総務課 

49 2759 建築局情報課 は平成 20 年 10 月 21 日に請求者の敷地を写真に写し調

査書も作成したとのこと、請求に対し開示がないが改めて、①写真及び

R元.7.5 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.30 建築局 

情報相談課 
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②調査書の開示を請求する。

50 2760 道路局道路調査課長 平成 31 年 4 月 26 日に２名の係長に確認させた、

昭和 43年度の国土調査に基づく、白根地番特定地番Ａ地の南西筆界杭か

ら南東の筆界杭との境界線と白根地番特定地番Ｃの査定点杭から、神奈

川県が道路移譲した市道白根第 164 号線との交差する同特定地番Ｈ地ま

で 44.06m の査定杭間が記載されている公共基準点及び地積表と境界承

認書の写の開示。 

道路局道路調査課長 神奈川県から市道白根第 164 号線道路と、同特定

地番Ｈ.同特定地番Ｉ.同特定地番Ｊ,同特定地番Ａ地の各筆界の査定杭

の開示。 

道路局道路調査課長 神奈川県から市道白根第 164 号線道路と、が地番

特定地番Ｃ地の境界線査定杭へ結線されている公図の開示。 

R元.7.1 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.31 道路局 

道路調査課 

51 2761 建築局指導課 は平成 18 年 8 月 23 日の陳情案件を平成 18 年 9 月 12 日

に調査し「その事実はなし」と違反のないことを記載した A4 大報告書

に、請求者が署名した報告書写の開示 

建築指導課 は平成 18 年 8 月 23 日の陳情案件を一部開示と、大半を全

部黒塗りし開示したことに対し、黒塗り部分を解除した文書写の開示請

求。 

R元.6.27 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.7.31 建築局 

建築指導課 

52 2762 道路局道路調査課長 平成 31 年４月 26 日に２名の係長に確認させた、

昭和 43年度の国土調査に基づく、白根地番特定地番Ａ地の南西筆界杭か

ら南東の筆界杭との境界線と白根地番特定地番Ｃの査定点杭から、神奈

川県が道路移譲した市道白根第 164 号線との交差する同特定地番Ｈ地ま

で 44.06m の筆界（査定杭）間が記載されている①公共基準点の開示。 ② 

地籍表と同所を所有者が境界確認したと言われた③承認書の写の開示。 

R元.7.11 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.9 道路局 

道路調査課 

53 2763 道路局調査課。平成 30年 11月 14日付で開示請求した文書に対し存在、

不存在及び開示、非開示の決定をせずに、『27 件同じ文書を開示請求し

た』と言われる請求書の開示。 

R元.7.11 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.9 道路局 

道路調査課 
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同．『審査請求人の害が認められるためと、判断した請求文書の開示。３.

『開示請求権の濫用』と請求文書を判断した開示請求書の開示、 

54 2764 実施機関横浜市長は令和元年 6 月 27 日建情第 527 号公文書別紙２経緯

「①・平成 10年には市道との境界を確認する境界復元の手続きが従前所

有者と市との間で行われ境界標が設置された。」の杭設置位置の公図の開

示。『２請求者は、隣接する市道との境界について国土調査、道路境界復

元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがある。境界標が自分の所

有地を侵している。」に対し、国土調査時点の公図の開示。国土調査成果

後の公図の開示。文書事象を改竄し請求外の偽造文書を何度も開示決定

し、調査確認事務を怠惰し確認せずに違反勧告したなどの一連の不正行

為を棚に上げ，本書本件において『・請求権の乱用のため』と文書作成

年月日、調査日、場所の記載がのない文書文書を開示されるから、それ

に対し、原議を請求した正当な行為に対し、請求数の多寡を理由に非開

示決定したことの正当化を謀り、更に平成 3l 年４月 26 日に横浜市長が

私有地を搾取している現況を課長補佐及び係長が公図を基に現認して帰

庁している。上記①②付定文書の開示を求める 

R元.7.11 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.9 建築局 

情報相談課 

55 2765 建築局建築指導課 

横浜市長が「旭区白根特定丁目特定地番Ａ に対し、別紙２『経緯・・平

成４年に２項道路に規定する道路であると判定したと弁明があるが、道

路がどこにあるのかを明示した原議の写しを、内訳書及び納付書同封の

うえ郵送にて開示希望します。公図の開示 

建築局建築指導課 

「道路審議票白根〇丁目 91」文書には作成年月日も調査資料も、何処に

ついての道路相談なのか相談した場所、相談年月日、相談者の住所氏名

が記載されていない。ので正しく記載されているであろう。原議写しを

内訳書及納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

建築局建築指導課再請求と督促 

R元.7.3 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.9 建築局 

建築指導課 
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「道路審議票旭 89 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 90 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 91 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 92 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 93 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

「道路審議票旭 94 の原議写しを内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて

開示希望します。 

建築局建築指導課 

「旭区白根特定丁目特定地番Ａ 地先 の土地の道路判定及び隣接する

市道との境界等に関して請求された記載内容に該当する行政文書」と文

書為造を重ね失態を『地先』と隠ぺいした。現況証拠に基づいた原議写

しを、内訳書及び納付書同封のうえ郵送にて開示希望します。 

56 2766 実施機関横浜市長所属Ａ現情報相談課長が審査課係長時に、違反対策課

Ｂ課長から転送された①請求者宅隣家Ｃ謀女の陳情電話を受け対応した

際の文書写の開示」。②Ａ審査課係長が審査課Ｄ職員へ調査を指示した文

書の開示」。③Ｄ職員が同 18年９月 12日に現地を調査し、道路に調査し

た事実は無いです。』と A4 版大用紙に記載した調査報告書へ本件審査請

求人が署名した調査書写の開示」。④Ａ審査課係長が陳情者Ｃ某女に回答

した文書写の開示」については①項のみ開示があったが、請求人が平成

27年８月 26日に閲覧後、②．③．④項を揃えて開示することになった。

①項文書を所在不明にしていたがあったと①項だけ平成 31 年３月に黒

塗の上開示された。未開示の②.③.④項文書写の開示。 

R元.7.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.13 建築局 

情報相談課 
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57 2767 実施機関横浜市長は令和元年６月 28 日道路第 278 号公文書別紙２を偽

造し、文書事象を捏造し請求外の偽造文書を何度も開示決定し、調査確

認事務を怠惰し確認もしないで達反勧告をし、私有地を搾取している等

一連の不正行為を棚に上げ、本書本件において、『実施幾関は道路判定を

変更したなどと虚言を謳い『・・請求権の乱用のため』などと事象を捏

造し、請求数の多寡を理由に非開示決定したことを正当化し、審査請求

人が条例に基づき申請した文書に対しては、開示・非開示の決定がなく、

何らの処分のない処分の不作為になっている。「平成 4年に・・・建基法

の道路と判定したとの公図原議写の開示」。6回偽造した公図を開示され

ているが、偽造、改竄等された公図の開示は不可を通告すると共に開示

の席へ参席しないことを通告しておく。 

実施機関横浜市長は①昭和 25 年 11 月 23 日に『２項道路になった。』②

更に、昭和 40 年６月５日に『道路法道路と共用道路の２項道路になっ

た。』③更に『途中２項道路でない時期があった』④更に「平成 10 年７

月 31 日国土調査に基づく道水路境界復元工事で２項道路になった。」⑤

更に向かいの家が２項道路ではないからセットバックをしていない上

に、過去にセットバックをせずに建築していたと分かることから市民情

報室と協議して黒塗し非開示にした。などと、公文書を改竄し偽造し行

使を懲りずに操り返したことに対し、訴訟になり取り下げの謝罪をした

りして懲りている筈にも関わらず、然も平成 31 年４月 26 日道路局道路

調査課課長補佐及び係長が公図どおりの道路や空地がないことを確認し

て帰庁した直後、⑥更に令和元年７月３日道路第 324 号にて、平成４年

から２道路の判定をした』⑦更に市道との境界を確認する境界復元の手

続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置された」等、私有地

を搾取している。①②③④⑤⑥⑦項に対する原議の開示 

R元.7.22 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.14 道路局 

路政課 

58 2768 「建築局建築道路課の保有する道路審議票白根〇丁目 91(平成４年度)」

と平成 29 年６月 26 日付で偽造した文書を、建建指第 500、501、502、

R元.7.9 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.14 建築局 

建築指導課 
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503、504、505、506、507 号では「道路審議票白根〇丁目 91」と改竄し

偽造作成した上で黒塗加工を施し、偽造した文書を上述番号により、８

件開示された。「各文書８件の原議写しの開示」。請求文書に対し起案・

立案し、建築指導部長等に経伺した文書の開示」。請求した文書について

内訳書、納付書同封の上、請求人の処理後に郵送を希望 

旭区白根特定丁目特定地番Ａ請求人の土地南側を建築基準法（昭和 25年

法律第 201号）第 42条第２項に規定する２項道路に見せるため、建築局

建築道路課Ｉが平成 21 年４月 10 日神奈川県所有アパート２号棟の居住

者通路に立ち入り、道路に見せ誤魔化すために写真を撮り黒塗した写真

の黒塗部位を解除した上で、写真上部の方位が請求人宅敷地の北になる

よう正当処埋した写真写の開示」。請求文書に対し起案・立案し、建築指

導部長等に経伺した文書写の開示」。請求した文書について内訳書及び納

付書同封の上、請求人の処理後に郵送希望 

59 2769 実施機関横浜市長は令和元年６月 28 日道路第 278 号公文書別紙２を偽

造し、文書事象を捏造し請求外の偽造文書を何度も開示決定し、調査確

認事務を怠惰し確認もしないで違反勧告をし、私有地を搾取している等

一連の不正行為を棚に上げ、本書本件において、『実施機関は道路判定を

変更したなどと虚言を謳い『・・請求権の乱用のため』などと事象を捏

造し、請求数の多寡を理由に非開示決定したことを正当化し、審査請求

人が条例に基づき申請した文書に対しては、開示・非開示の決定がなく、

何らの処分のない処分の不作為になっている。「平成４年に・・・建基法

の道路と判定したとの公図原議写しの開示」。偽造した構図は不可。 

実施機関横浜市長は令和元年６月 27 日建建指第 545 号公文書別紙２を

偽造し、文書事象を改竄し請求外の偽造文書を何度も開示決定し、調査

確認事務を怠惰し確認もしないで違反勧告をし、私有地を搾取している

等、平成 30 年８月 30 日建建指第 955 号により、同じ記番号にて請求外

文害「道路審議票白根０丁目 91」を文書 1と特定したなどとの一直の不

R元.7.16 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.15 建築局 

建築指導課 
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正行為を棚に上げ，本書本件において、『・・請求権の乱用のため』など

と、請求者は１件に対し 47件も請求したなどと事象を捏造し、請求数の

多寡を理由に非開示決定したことを正当化し、審査請求人が条例に基づ

き申請した文書に対しては、開示・非開示の決定がなく、何らの処分の

ない処分の不作為になっている。「請求者が１件に対し 47 件請求したと

の請求者が請求した 47件の開示請求書の開示」 

60 2770 建築局旧審査課及び安全課の案件、現指導課が引継ぎしたか不詳だが平

成 18 年８月 23 日の陳情案件を平成 18年９月 12日に調査し「その事実

はなし」と違反のないことを記載した A4大報告書に、本件請求者が暑名

した報告書写の開示。 

建築指導課 は平成 18 年８月 23 日の陳情案件を、情報課を介して一部

開示と、大半を全部黒塗し開示した。黒塗部分を解除した上で、同文書

写の開示。 

R元.7.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.15 建築局 

建築指導課 

61 2771 実施機関は建建情第 230 号弁明書で、①情報課Ｕ職員が平成 20 年 10 月

21 日に写したり調査をしていないにも関わらず、平成 20 年 10 月 22 日

審査課へ写真及び文書を手交した。と虚言弁明をしている。又横浜市情

報公開・個人情報保護審査会からの答申書写しに、平成 20年 10月 21日

に写したと情報課Ｕ職員当人に聴取し確認したとは解せない。 

何度請求しても開示されないが『当時の審査課へ手交した平成 20 年 10

月 21日に写し、調査した関係文書の開示を求める。』 ②又建建審第 113

号では『今回あらためて前任者に確認しましたが、これまでお答えした

通り、ご指摘の写真については平成 20年 10月 22日に情報課から相談票

と共に引き継いだとのことでした。』と確認したと弁明している。何度請

求しても開示されないが『情報相談課から手交された平成 20年 10月 21

日に写したり調査した関係文書の開示を求める。』なお審査課側の当事者

として、現Ａ情報相談課長が「今回あらためて前任者に確認しました。

と確認されたことになっている。 ①②項の開示 

R元.7.19 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.16 建築局 

情報相談課 
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62 2772 道路局総務課 総務.路政.調査課、旭土木事務所共有平成 31年３月８日

付、横浜市保土ヶ谷区白根町特定番地甲・特定番地乙写公図及び横浜市

特定県営住宅敷地求積図参照）とした上で送付して頂き、道路局長へ起

案し稟議し裁決した文書写の開示、と求めているが開示がない。改めて

４度目の督促と文書写を開示請求する。 

神奈川県は所有地ではないから道水路境界調査を申請していない。にも

関わらず、道路局は地番特定地番Ａ地と地番特定地番Ｃと境界線抗があ

るにも関わらず、平成 10 年７月 31 日に国土調査どおりに復元した法務

局に公図があるから確認を・・・に対し確認をした。 

白根地番特定地番Ａ地を搾取している。①法務局に横浜市が送付した公

図どおり復元されるよう求める。②復元前と復元後の補図及び公図、③

平面図の開示を求める。 

道路局総務課 令和元年６月 28日旭土第 1109号別紙 2、1 (1)経緯「道

路境界復元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがある。境界標が

自分の所有地を侵している。」指摘した事実を、平成 31年４月 26日横浜

市長が請求者の私有地を搾取している現況を所属課長補佐及び係長が公

図を基に現認して帰庁している。①神奈川県が整地し移譲した地番特定

地番Ｂ道路の求積図の開示。国土調査時点の公図の開示。③国土調査成

果後の公図の開示。④国土調査後に境界線が記入された敷地内現形図の

開示。⑤昭和 25年 11月 23日に２項道路になったと所属文書にある位置

の開示。⑥途中２項道路でなかった時期があるとの文書があるが、期間

の開示。⑦昭和 40 年６月５日に供用道路となったとの文書がある。其

の、公図上の道路はどこか開示を求める。⑧平成４年に２項道路に判定

されたと記載がある。場所、範囲を明示した公図の開示。⑨平成 10年７

月 31 に所有者と復元について手続きが行われたとある。場所が違うのは

何故か。手続した文書の開示。⑩平成 22年に請求者に承諾印を求めたの

はなぜか。求めた書類の開示。上記①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩項付定文書の

R元.7.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.16 道路局 

総務課 
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開示を求める。 

63 2773 建情第 587 号令和元年７月３日別紙２は、平成 20 年 10 月 24 日に平成

20年 10月 21日に請求者敷地の写真を写し調査書に基づき「違反建築物

に対する是正勧告及び呼出通知書」を作成し送付したと虚言の弁明があ

った件であるが、請求に対し、写真及び調査書写は１度も開示されず 10

年経過した。別紙２の建情課に関する記載に対し、「請求者敷地の写真を

写し調査書を作成した。に関する双方の原議写の開示を求める。」 

R元.7.23 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.23 建築局 

情報相談課 

64 2774 道総第 367号令和元年７月４日付（2） 「平成４年に・・２項道路と判

定しました。』とのこと①道路がないのに何処を判定したのか。なお、②

横浜市長の主張が昭和 25 年 11 月 23 日に２項道路になった。③昭和 40

年６月５日に『２項道路になった。』④平成 10年 7月 31日国土調査に基

づく道水路境界復元工事で２項道路になった。平成４年に・・変わった

などと変わることについて。①②③④項の原議写の開示を希望する。 

① ・・是正指導が行われた。」とのことが分かる文書原議写しの開示。

②平成 21年になって２項道路ではないことが判明した』とのことが分か

る文書原議写しの開示。 

② 平成 18年８月 23日付文書に基づき同年９月 12日に調査し「２項道

路ではない」とＤ職員が記載し、Ａ現情報相談課長が承認済と裁決した

文書の開示。 

③ 同平成 10 年には市道との境界を確認する境界復元の手続きが従前

所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。」について国から県

に管理替えとなった地番特定地番Ｇと特定地番Ａ地が接する一部（9.8メ

イトル）について神奈川県が道水路境界復元を平成 10 年４月 20 日に申

請する際に、神奈川県と手続きが従前所有者と行われた。其の通り証拠

の鉄鋲杭が設置されている。「市との間・・云々虚言」。したがって、地番

特定地番Ａ残地の４ｍについては申請者の県有地と接していないことか

ら特定地番Ａ所有者は承諾していない。国土調査後も板塀にペンキが塗

R元.7.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.23 道路局 

総務課 
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ってあった筆界には鉄鋲抗が筆界杭として設置されている。平成 10年に

国土調査の復元により新抗を設置した・・などと市民をごまかし私有地

を横浜市が搾取した。と事実に添って指摘している。横浜市長が 218-18

冊と開示された文書にも承諾していない記戟があることを所長、副所長

と所長室で確認しているにも関わらず、「平成 10 年には市道との境界を

確認する境界復元の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設

置されました。」について⑤「原議写の開示を求める。」道路局長決済な

どと平成 31 年１月８日開示したような１月６日付で作成した偽造文書

の開示は不可。 

65 2775 道道調第 296 号令和元年７月１日付別紙１、別紙２と記載した非開示決

定通知書は、実施機関横浜市長所属道路局道路部道路調査課Ｖ課長補佐

（調査係長）及び同課Ｗ道路台帳係長が平成 31 年４月 26 日に公図を持

参し、白根地番特定地番Ａ私有地の南側には、横浜市の市有地及び道路

は無く、横浜市が道路として、請求者（地番特定地番Ａ）の私有地を取

り込んでいることを確認し、『横浜市は組織でやっているから、私たちで

は謝罪できない。』と請求者の私有地を横浜市長が搾取している各筆界杭

を現認して頂いた上で、本件は請求しているにも関わらず、本文書別紙

２経緯では、「・平成 10 年には市道との境界を確認する境界復元の手続

きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置された。」は、去る６月

29日に局長と係長時に工事を監督した副所長と請求者の家族を交え「境

界復元の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置された」

は虚言だと確認したが「筆界杭の表示位置が明示された公図の開示。」 

R元.7.22 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.23 道路局 

道路調査課 

66 2776 建築局建築指導課 

・横浜市長は建築基準法第 42条第２項の法施行（25 年 11月 23 日）か

ら建築基準法第 42 条第２項の道路となっているとの回答があるにも関

わらず、平成４年に建築基準法第 42条第２項の道路と・・・・判定しま

した。とは出鱈目。正当文書及び公図の開示を求める。 

R元.7.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.29 建築局 

建築指導課 
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第 42 条第２項に規定する道路ではなくなった…との理由について公図

の開示と論拠についての文書の開示を求める。 

横浜市長は、既に道路はなく、建築基準法第 42条第２項道路でもない時

期があったについて、道路の所在地、期間、再度、建築基準法第 42条第

２項道路と判定された年月日の開示を求める。 

67 2777 建建指第 597号令和元年 7月５日別紙２は、平成 20年 10月 24日に平成

20年 10月 21日に請求者敷地の写真を写し調査書に基づき「違反建築物

に対する是正勧告及び呼出通知書」を作成した虚言と指摘したところ、

『道路審議票白根〇丁目 91』に基づき作成した。と弁明があった件であ

るが、請求に対し『道路審議票白根〇丁目 91』の「平成 23年度建建道第

2765号一部開示決定通知書の誤字等について」の訂正が「６月 21 日」

Ｘ名のメモにより訂正があったが、7 月 7 日付で再演があり指摘した。

指摘から１週間、横浜市長の記番号による処理を請求したが音沙汰がな

い。③実施機関が作成日、相談日、調査日、調査場所の記入が無い、道路

審議票偽造文書を開示履行せず帰られたので実施機関発出の建建道第

1118、1119、1120、1121、1122、1123、1124、1125、1126、1127、1128、

1129、1130号文書を請求し、④建建道第 1125、1127号含むに関し裁決さ

れた経伺文書についても請求した。⑤平成 22 年 6 月 25 日付請求の「建

築基準法にかかる道路審議票について旭区白根特定丁目（平成 21年度ま

ち建道第 653 号）」建建道第 826号の開示。⑥平成 22 年 10月 19日付で

「平成 21 年度まち建道第 653 号建築基準法にかかる道路審議票につい

て（旭区白根特定丁目）」建建道第 1947 号として 11 月 22 日に建築道路

課内にて開示された。⑦偽造文書だと指摘した「建築基準法にかかる道

路審議票について（旭区白根特定丁目）（平成 21年度まち建道第 653号）」

（建建道第 826号文書と⑧「平成 21年度まち建道第 653号建築基準法に

かかる道路審議について（旭区白根特定丁目）」建建道第 1947 号）にて

開示された双方の文書を請求した。平成 24 年１月 30 日付請求「建築局

R元.7.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.8.29 建築局 

建築指導課 
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建築道路課の保有する道路審議票白根〇丁目（平成４年度）」と 42 通が

平成 24 年２月 14 日に開示。⑩同日再請求し「建築局建築道路課の保有

する道路審議票白根〇丁目（平成 4年度）」（建建道第 2765号として「道

路審議票白根〇丁目」名にて平成 24年２月 28日に 17通の文書が開示さ

れた。⑪実施機関は虚言創作文にて「裁決書」を謳っが、上記⑨項の 42

通分を除く、平成 24年２月 13日建建道第 2765号に係る 17 通の文書原

議一式写しの開示諸求に対し、平成 29 年２月 24 日付建建道第 1570、

1571、1573、1576、1577号にて「道路審議票〇丁目 91」偽造文書５件、

及び第 1574号「平成 23年度建建道第 2929号」偽造文書１件、同第 1574

号「平成 23 年度建建道第 2765 号」偽造文書１件、第 1572 号「平成 23

年度建建道第 2765号」偽造文書１件、第 1575号「平成 23年度建建道第

2765号」偽造文書１件、同第 1575号「平成 22年度建建道 1947号」偽造

文書１件にて、実施機関林文子横浜市長から、開示請求がありました道

路審議票、写真及ぴ調査書写は１度も開示されず 10年経過した。別紙２

の建建指課に関する記載に対し、「各文書の原議写しの開示を求める。」 

68 2778 環創地第 127 号（令和元年７月８日付）にて、横浜市長は、前建築指導

部長Ｙ殿が新築を介した請求者の私有地を①平成４年に・・建築基準法

第 42条第２項に規定する道路であると判定したとの虚言。②横浜市長は

昭和 25年 11月 23日に『２項道路になった。』③更に昭和 40年６月５日

に『道路法道路と共用道路の２項道路になった。』④更に『昭和 43 年の

国土調査で市道になった。』更に、⑤『途中２項道路でない時期があった。』

⑥更に「平成 10 年７月 31 日国土調査に基づく道水路境界復元工事で２

項道路になった。」⑦反対側の家がセットバックをしていない上に、過去

にセットバックをせずに建築していたと公図で分かることから市民情報

室と協議して黒塗し非開示にした。などと、直ぐに分かる様な嘘で誤魔

化し続けているが、①②③④⑤⑥⑦項各論拠文書の開示⑧項については

黒塗部位を解除後の文書により開示を求める。⑩地籍調査後の敷地求積

R元.8.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.9.6 環境創造局 

地籍調査課 
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図及び敷地現形図の開示を求める。 

69 2779 道路第 278号（令和元年６月 28日付）にて、横浜市長は、現建築指導部

長Ｅ殿は請求者の私有地を調査せずに「違反建築物に対する是正勧告呼

出通知書」を送付したことを謝罪しているにも関わらず、①『請求者に

対して実施機関による是正指導等が行われた』との虚言に対し、論拠文

書の開示及びＥ部長に対する聴取を求める。②平成 21年になって、当該

道路部分が建築基準法第 42条第２項道路ではないことが判明し、実施機

関は道路判定を変更した。とは捏造話であるが、県所有地特定地番Ｇと

請求人所有地特定地番Ａとは鉄鋲杭が境界線筆界杭となっており間はな

い。したがって道路もない。県所有地特定地番Ｇの生活道路は西側の白

根通りであり、イチゴ畑で建築基準法第 42条第２項道路に該当する人家

も道路も無い。変更模様をどのように公示したのか公示文書、および論

拠の開示を求める。 

③『地籍調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示する公

図が作成された』とは虚言。横浜市長が地籍調査後の敷地求積図及び敷

地原形図の開示を求める。 

道路第 353号（令和元年７月 11日付）にて、横浜市長は、前建築指導部

長Ｙ殿が新築を介した請求者の私有地を写し調査書を作成し「違反建築

物に対する是正勧告呼出通知書」を送付したことに対し、①写真と調査

書の原議写を開示請求。してから 10年が経過し未開示にしているにも関

わらず、平成４年に・・建築基準法第 42条第２項に規定する道路である

と判定したなどと珍説、横浜市長は②昭和 25年 11月 23日に『２項道路

になった。』③更に昭和 40 年６月５日に『道路法道路と共用道路の 2 項

道路になった。』④更に『途中２項道路でない時期があった。⑤更に「平

成 10 年 7 月 31 日国土調査に基づく道水路境界復元工事で２項道路にな

った。」⑥反対側の家がセットバックをしていない上に、過去にセットバ

ックをせずに建築していたと図で分かることから市民情報室と協議して

R元.8.14 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.9.9 道路局 

路政課 
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黒塗し非開示にした。などと、直ぐに分かる様な嘘で誤魔化し続けてい

るが、①②③④⑤項各論拠文書の開示⑥は黒塗部位の解除により開示を

求める。 

70 2780 建建指第 688号（令和元年７月 18日付）にて、横浜市長は、現建築指導

部長Ｅ殿は請求者の私有地を調査せずに「違反建築物に対する是正勧告

呼出通知書」を送付したことを謝罪しているにも関わらず、①『請求者

に対して実施機関による是正指導等が行われた』との虚言に対し、論拠

文書の関示及びＥ指導部長に対する聴取を求める。②平成 21 年になっ

て、当該道路部分が建築基準法第 42 条第２項道路ではないことが判明

し、実施機関は道路判定を変更した。とは捏造話であるが、県所有地特

定地番Ｇと請求人所有地特定地番Ａとは鉄鋲抗が境界線筆界抗となって

おり間はない。したがって道路もない。県所有地特定地番Ｇの生活道路

は西側の白根通りであり、イチゴ畑で建築基準法第 42 条第２項道路に該

当する人家も道路も無い。変更模様をどのように公示したのか公示文書、

および論拠の開示を求める。 

③『地籍調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示する公

図が作成された』とは虚言。横浜市長が地籍調査後の敷地求積図及び敷

地現形図の開示を求める。 

建建指第 7l6号（令和元年７月 24日付）にて、横浜市長は、前建築指導

部長Ｙ殿が新築を介した請求者の私有地を写し調査書を作成し「違反建

築物に対する是正勧告呼出通知書」を送付したことに対し、①写真と調

査書の原議写を開示請求。してから 10年が経過し未開示にしているにも

関わらず、平成４年に・・建築基準法第 42条第２項に規定する道路であ

ると判定したなどと珍説、横浜市長は②昭和 25年 11月 23日に『２項道

路になった。』③更に昭和 40 年６月５日に『道路法道路と共用道路の２

項道路になった。』④更に『途中２項道路でない時期があった』⑤更に昭

和 40 年７月 31 日国土調査に基づく導水路境界復元工事で２項道路にな

R元.8.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.9.13 建築局 

建築指導課 
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った。」⑥反対側の家がセットバックをしていない上に、過去にセットバ

ックをせずに建築していたと図で分かることから市民情報室と協議して

黒塗し非開示にした。などと、直ぐに分かる様な嘘で誤魔化し続けてい

るが、①②③④⑤項各論拠文書の開示⑥は黒塗部位の解除により開示を

求める。 

71 2781 建築局建築指導部建築情報相談課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建

情第 724号弁明書にて、また、土地Ａに関しては、昭和 43年に国土調査

法（昭和 26年法律第 180号）に基づく地籍調査が行われ、これにより隣

接する市道との境界を明示する公図が作成され、・・たとのこと、作成さ

れたと弁明されているのと同じ公図写の開示を求める。 

R元.8.30 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.9.24 建築局 

情報相談課 

72 2782 建築局建築指導部建築情報相談課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建

情第 728 号弁明書にて平成 10 年には市道との境界を確認する境界復元

の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。の

「手続き文書写しの開示」(218 冊 10 号除く）横浜市長より手続きした

という文書 218 冊 10 号に記載のないことを旭土木事務所長室で、Ｚ所

長、ａ副所長と確認した。道水路境界調査の申請者は神奈川県。したが

って、境界を一にした県有地特定地番Ｇとのみ従前所有者は手続した。

一言申し添える。神奈川県に甲文書がある。 

建築局建築指導部建築情報相談課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建

情第 734 号弁明書にて『以上のことに伴い、土地Ａ地先の道路判定及び

隣接する市道との境界等に関連して実施機関が保有する行政文書を対象

として、審査請求人は平成 22 年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示

請求（以下『開示請求等』といいます。）を行っています。』について、土

地Ａ地先の写真を平成 20 年 10 月 21 日に写し調査書を作成したという

文書を特定し請求しているが、一度も開示されたことがない。改めて、

「平成 20年 10月 21日に写し作成されたという調査書写しの開示」 

R元.9.5 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.9.30 建築局 

情報相談課 

73 2783 道路局総務課送着弁明書中 R元.9.4 非開示 条例第５条 R元.10.3 道路局 
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実施機関横浜市長は、道総第 46号弁明書において『横浜市長は、平成４

年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地Ａ」といいます。）

地先と弁明し、請求に対し一度も開示されないが、「地先とはどこからど

こまでの範囲を言われているのか。公図写しの開示を求める。」 

建築局建築指導部情報相談課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建情指

第 724 号弁明書において、其の後、土地Ａは審査請求人の所有するとこ

ろとなり、当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関に

よる是正指導が行われました。とのことであるが、「是正指導がどの場所

に対し、どのように行われたのか。其の指導模様、結果、状態が分かる

文書の開示を求めます。」 

(権利濫用) 第３項 総務課 

74 2784 道路局道路部路政課送着弁明書中 実施機関横浜市長は道路第 422 号弁

明書にて 審査請求人は、隣接する市道との境界について、国土調査、

道路復元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがあり、境界標が自

分の所有地を侵していることなどを市に対し主張し続けています。との

主張について、１.①神奈川県から道路移譲受けした昭和 40 年３月時の

公図写の開示、２.②国土調査前の昭和 40 年４月に登記した際の公図写

の開示、③同 43年度国土調査後平成２年法務局へ送付した際の公図写の

開示、４.④国土調査の道路復元と称し平成 10年 7月 31日付作成した公

図写の開示。 

R元.9.9 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.7 道路局 

路政課 

75 2785 建築局建築情報相談課からの送着文書 建情第 897 号文書に『①平成４

年に「旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地Ａ」といいます。）

地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第２項に規

定する道路であると判定しました。②其の後、土地Ａは審査請求人の所

有するところとなり、当該道路判定を前提として、審査請求人に対して

実施機関による是正指導が行われました。③しかし、平成 21 年になっ

て、当該道路部分が建築基準法第 42条第２項に規定する道路ではないこ

とが判明し、実施機関は道路判定を変更しました。④また、土地Ａに関

R元.9.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.8 建築局 

情報相談課 
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しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）に基づく地

藉調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示する公図が作

成され、⑤平成 10年には市道との境界を確認する境界復元の手続きが従

前所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。 

①項、判定時点の２項道路の開示。②是正指導詳細の開示。③変更模様

の開示。④境界線があるが・・明示されたという公図の開示。⑤手続き

が従前所有者と市との「承諾書」の開示 

76 2786 建築局建築指導課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建建指第 783 号弁

明書において、建築基準法(昭和 25年法律第 201号）第 42条第 2項に規

定する道路であると判定しました。と弁明されているが、開示請求に対

し一度も開示されていない。どこからどこまでを判定したのか。判定し

たと同じ構図の公図写の開示を求める。 

R元.9.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.9 建築局 

建築指導課 

77 2787 建築局建築情報相談課送着文書 建情第 911 号の非開示決定理由の書中

に『①平成 4年に「旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地 A」

といいます。）地先について建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42

条第 2 項に規定する道路であると判定しました。②其の後、土地 A は審

査請求人の所有するところとなり、当該道路判定を前提として、審査請

求人に対して実施機関による是正指導が行われました。③しかし、平成

21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定する道

路ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しました。④また、

土地 A に関しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）

に基づく地籍調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示す

る公図が作成され、⑤平成 10年には市道との境界を確認する境界復元の

手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。①項、

判定時点の 2 項道路の開示。②是正指導詳細の開示③変更模様の開示。

④境界線があるが・・明示されたという公図の開示⑤手続きが、従前所

有者と市との「承諾書」の開示⑩審査請求人は、隣接する市道との境界

R元.9.20 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.15 建築局 

情報相談課 
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について、国土調査、道路復元等の当時に作成され公図等の文書に誤り

があり、⑪境界標が自分の所有地を侵していることなどを市に対し主張

し続けています。との各項論拠及び公図写しの開示。⑫以上のことに伴

い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連して実施

機関が保有する行政文書を対象として、⑬審査請求人は平成 22年度頃か

ら繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示請求等』といいます。）

を行っています。⑭平成 28年度までは、開示の実施に一部応じていたこ

ともありましたが、その際には不適切な事例も見られる状況でした。』と

の記載に対し、①から⑭項を付定した各項に対し、論拠、経緯等を明示

した公図等による開示を求める。 

78 2788 道路局道路部道路調査課送着書中 実施機関横浜市長は、横浜市長所属

道路局長及び旭区旭土木事務所長が、①国土調査の通り復元したなどと、

白根地番特定地番Ａの私有地を 2m 取り込み K4 筆界杭を設置した求積図

の開示。（記載のない 218 冊 10 号除く）②神奈川県地番特定地番Ｇ地に

K5新杭を無断で設置したと言っている。神奈川県が承諾したことが明示

された承諾書の開示。及び③同所の公図の開示。 

R元.9.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.16 道路局 

道路調査課 

79 2789 道路局道路部道路調査課送着弁明書中 実施機関横浜市長は道道調第

521 号弁明書にて『・・平成４年に旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地

（以下「土地 A といいます。）地先について建築基準法（昭和 25 年法律

第 201 号）第 42 条 2 項に規定する道路であると判定しました。②其の

後、土地 A は審査請求人の所有するところとなり、③当該道路判定を前

提として、④審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われまし

た。⑤しかし、平成 21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条

2 項に規定する道路ではないことが判明し、⑥実施機関は道路判定を変

更しました。⑦また、土地 Aに関しては、昭和 43年に国土調査法（昭和

26年法律第 180号）に基づく地籍調査が行われ⑧これにより隣接する市

道との境界を明示する公図が作成され、⑨平成 10年には市道との境界を

R元.9.17 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.16 道路局 

道路調査課 
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確認する境界復元の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設

置されました。⑩審査請求人は、隣接する市道との境界について、国土

調査、道路復元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがあり、⑪境

界標が自分の所有地を侵していることなどを市に対し主張し続けていま

す。⑫以上のことに伴い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との

境界等に関連して実施機関が保有する行政文書を対象として、⑬審査請

求人は平成 22年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開

示請求等』といいます。）を行っています。⑭平成 28 年度までは、開示

の実施に一部応じていたこともありましたが、その際には不適切な事例

も見られる状況でした。」との記載に対し、①から⑭項を付定した各項に

対し、論拠、経緯等を明示した公図等による開示を求める。請求に見合

った文書の開示がなされない場合は、Ｏ道路局長に見解と文書の開示を

求めます。 

80 2790 建築局情報相談課送着の建情第 961 号による本件非開示決定に至る経緯

について・・平成 4 年に 2 項道路に規定する道路であると判定した』に

ついて、横浜市長は虚言を指摘され謝罪をしている。指摘された文書を

更に変造し、原議の写しを開示せずに変造文書を開示し、変造しては更

に変造し、本件審査請求人の土地を搾取している文書を開示請求した。

請求文書に対し存在、不存在の決定をせずに、（ｱ）（ｲ）（ｳ）（ｴ）（ｵ）（ｶ）

（ｷ）（ｸ）（ｹ）（ｺ）と実施機関横浜市長の文書変造行為が原因の事象案件

による（ｱ）（ｲ）（ｳ）（ｴ）（ｵ）（ｶ）（ｷ）（ｸ）（ｹ）（ｺ）の各内容が記載され

文書の開示を求める。 

R元.9.27 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.17 建築局 

情報相談課 

81 2791 建築局建築指導課送着弁明書中 実施機関横浜市長は建建指第 824 号弁

明書にて 

『・・①平成 4年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地 A

といいます。）地先について建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42

条第 2 項に規定する道路であると判定しました。②其の後、土地 A は審

R元.9.13 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.21 建築局 

建築指導課 
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査請求人の所有するところとなり、③当該道路判定を前提として、④審

査惰求人に対して実施機関による是正指導が行われました。⑤しかし、

平成 21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定す

る道路ではないことが判明し、⑥実施機関は道路判定を変更しました。

⑦また、土地 A に関しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第

180 号）に基づく地籍調査が行われ⑧これにより隣接する市道との境界

を明示する公図が作成され、⑨平成 10年には市道との境界を確認する境

界復元の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されまし

た。⑩審査請求人は隣接する市道との境界について、国土調査、道路復

元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがあり、⑪境界標が自分の

所有地を侵していることなどを市に対し主張し続けています。⑫以上の

ことに伴い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連

して実施機関が保有する行政文書を対象として、⑬審査請求人は平成 22

年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示請求等』と

いいます。）を行っています。⑭平成 28 年度までは、開示の実施に一部

応じていたこともありましたが、その際には不適切な事例も見られる状

況でした。」との記載に対し、①から⑭項を付定した各項に対し、論拠、

経緯等を明示した公図等による開示を求める。請求に見合った文書の開

示がなされない場合は、ｂ局長に見解と文書の開示を求めます。 

建築局建築指導課送着文書中 実施機関横浜市長は建建指第 363 号非開

示文書中において、請求人の地番特定地番Ａ地に対し、建築基準法（昭

和 25 年法律第 201 号）第 42 条 2 項に規定する道路であると判定しまし

た。と記載されているが、審査請求人の開示請求に対し一度も開示され

ていない。①どこからどこまでを、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）

第 42条 2 項に規定する道路と判定したのか。②判定した土地と場所。③

その範囲が明示された公図写の開示を求める。 

82 2792 道路局道路部路政課送着書中 実施機関横浜市長は、横浜市長所属道路 R元.9.18 非開示 条例第５条 R元.10.23 道路局 
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局長及び旭区土木事務所長が、①国土調査の通り復元したなどと、白根

地番特定地番Ａの私有地を 2m 取り込み K4 筆界抗を設置した求積図の開

示。 (記載のない 218 冊 10 号除く）②神奈川県地番特定地番Ｇ地に K5

新杭を無断で設置したと言っている。神奈川県が承諾したことが明示さ

れた承諾書の開示。及び③伺所の公図の開示。 

(権利濫用) 第３項 路政課 

83 2793 旭区白根特定丁目特定地番Ａ地の筆界点番号が記載された面積測定用号

図の開示。 

R元.10.1 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.23 環境創造局 

地籍調査課 

84 2794 道路局道路調査課課長補佐Ｖさん、同係長Ｗさんと私とで確認した上で

請求したにも関わらず８度目になりますが請求場所と違っていますので

請求人の所有する地番特定地番Ａ地の筆界と白根特定丁目特定地番Ｇ筆

界間の境界抗を中心にした平成 10 年 7 月 31 日に神奈川県が県有地を測

量した際の地籍図及び表示図上に特定地番Ｇと地番号が記載されている

部位を中心にした図面、1枚ないし 2枚の開示を希望します。『平成 4年

に建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路

であると判定しました』と、掌理事項外の案件に対し論じているが、①

道路がどこにあるか。②その道路は幅員 4m未満であるか。③その道路が

都市計画編入以前から存在しているか。④その道路を利用しないと接道

が取れない住宅が建ち並んでいるか。（最低でも２件あるか。） 

建築基準法の判定に基づいた①②③④項、各項に対する文書 1 枚の開示

を求めます。 

R元.10.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.23 道路局 

道路調査課 

85 2795 道路局総務課送着 道総第 637 号文書に「①平成 4 年に「旭区白根特定

丁目特定地番Ａの土地（以下「土地 A」といいます。）地先について建築

基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 42条第 2 項に規定する道路である

と判定しました。②其の後、土地 A は審査請求人の所有するところとな

り、当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関による是

正指導が行われました。③しかし、平成 21年になって、当該道路部分が

建築基準法第 42条第２項に規定する道路ではないことが判明し、実施機

R元.9.20 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.24 道路局 

総務課 
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関は道路判定を変更しました。④また、土地 Aに関しては、昭和 43年に

国土調査法（昭和 26年法律第 180号）に基づく地籍調査が行われ、これ

により隣接する市道との境界を明示する公図が作成され、⑤平成 10年に

は市道との境界を確認する境界復元の手続きが従前所有者と市との間で

行われ境界標が設置されました。①項、判定時点の 2 項道路の開示。②

是正指導詳細の開示。③変更模様の開示。④境界線があるが・・明示さ

れたという公図の開示。⑤手続きが従前所有者と市との「承諾書」の開

示⑩審査請求人は、隣接する市道との境界について、国土調査、道路復

元等の当時に作成され公図等の文書に誤りがあり、⑪境界標が自分の所

有地を侵していることなどを市に対し主張し続けています。⑫以上のこ

とに伴い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連し

て実施機関の保有する行政文書を対象として、⑬審査請求人は平成 22年

度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示請求等』とい

います。）を行っています。⑭平成 28 年度までは、開示の実施に一部応

じていたこともありましたが、その際には不適切な事例も見られる状況

でした。』との記載に対し、①から⑭項を付定した各項に対し、論拠、経

緯等を明示した公図等による開示を求める 

86 2796 建築局建築指導課送着文書中 実施機関横浜市長は建建指第 363 号非開

示文書中において、請求人の地番特定地番Ａ地に対し、建築基準法（昭

和 25 年法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路であると判定しま

した。と記載されているが、審査請求人の開示請求に対し一度も開示さ

れていない。①どこからどこまでを、建築基準法（昭和 25年法律第 201

号）第 42条第 2項に規定する道路と判定したのか。②判定した土地と場

所。③その範囲が明示された公図写の開示を求める。 

R元.10.1 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.24 建築局 

建築指導課 

87 2797 建築局建築指導課送着の建建指第 33. 96. 141. 146. 335. 363. 412. 

545. 597. 607. 651. 655. 746. 820. 824. 688. 879号非開示決定通知

書及び弁明書記載の文書内容について未開示に上、御局による詭弁虚言

R元.9.19 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.28 建築局 

建築指導課 
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の言い放題となっており困惑しており、改めて記戟された文書に対し、

土地Ａの所在地、方位、2項道路の存在地、それを明示された公図ほか論

拠文書の開示請求を①から⑭項を付定し、下記各項に対する文書写の開

示請求。 

『・・①平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地

A」といいます。）地先について建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第

42条第 2 項に規定する道路であると判定しました。②其の後、土地Ａは

審査請求人の所有するところとなり、③当該道路判定を前提として、④

審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われました。⑤しかし、

平成 21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定す

る道路ではないことが判明し、⑥実施機関は道路判定を変更しました。

⑦また、土地 A に関しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第

180 号）に基づく地籍調査が行われ⑧これにより隣接する市道との境界

を明示する公図が作成され、⑨平成 10年には市道との境界を確認する境

界復元の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されまし

た。⑩審査請求人は、隣接する市道との境界について、国土調査、道路

復元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがあり、⑪境界標が自分

の所有地を侵していることなどを市に対し主張し続けています。 

⑫以上上のことに伴い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との境

界等に関連して実施機関が保有する行政文書を対象として、⑬審査請求

人は平成 22年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示

請求等』といいます。）を行っています。⑭平成 28 年度までは、開示の

実施に一部応じていたこともありましたが、その際には不適切な事例も

見られる状況でした。』との記載に対し、①から⑭項を付定した各項に対

し、論拠、各記載事項に対する経緯等を何故起こったか。を明示した上

で、公図関連する公図写し等の開示を求める。 

請求に見合った文書の不開示がなされたと判断した場合は、ｃ局長に見
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解を求めます。 

88 2798 建築局建築指導課送着文書 建建指第 1009 号の非開示決定理由の書中

に『①平成 4年に「旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地（以下「土地 A」

といいます。）地先について建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42

条第 2 項に規定する道路であると判定しました。②其の後、土地 A は審

査請求人の所有するところとなり、当該道路判定を前提として、審査請

求人に対して実施機関による是正指導が行われました。③しかし、平成

21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定する道

路ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しました。④また、

土地 A に関しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）

に基づく地籍調査が行われ、これにより隣接する市道との境界を明示す

る公図が作成され、⑤平成 10年には市道との境界を確認する境界復元の

手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。①項、

判定時点の 2項道路の開示。②是正指導詳細の開示。③変更模様の開示。

④境界線があるが・・明示されたという公図の開示。⑤手続きが従前所

有者と市との「承諾書」の開示⑩審査請求人は、隣接する市道との境界

について、国土調査、道路復元等の当時に作成され公図等の文書に誤り

があり、⑪境界標が自分の所有地を侵していることなどを市に対し主張

し続けています。との各項論拠及び公図写しの開示。⑫以上のことに伴

い、土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連して実施

機関が保有する行政文書を対象として、⑬審査請求人は平成 22年度頃か

ら繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示請求等』といいます。）

を行っています。⑭平成 28年度までは、開示の実施に一部応じていたこ

ともありましたが、その際には不適切な事例も見られる状況でした。』と

の記載に対し、①から⑭項を付定した各項に対し、論拠、経緯等を明示

した公図等による開示を求める。 

R元.9.26 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.10.30 建築局 

建築指導課 

89 2799 道路局路政課送着の道路第 532 号による本件非開示決定に至る経緯につ R元.10.7 非開示 条例第５条 R元.10.30 道路局 
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いて・・平成 4 年に 2 項道路に規定する道路であると判定した』につい

て、請求者に横浜市長は虚言を指摘され謝罪をしている。其の後、指摘

された文書を更に変造し、原議の写しを開示せずに変造文書を開示し、

請求者の土地を搾取している文書を開示せず変造しては更に変造し、請

求文書に対し存在、不存在の決定をせずに、（ｱ）（ｲ）（ｳ）（ｴ）（ｵ）（ｶ）

（ｷ）（ｸ）（ｹ）（ｺ）などと実施機関横浜市長の文書変造行為が原因の事象

による（ｱ）（ｲ）（ｳ）（ｴ）（ｵ）（ｶ）（ｷ）（ｸ）（ｹ）（ｺ）の各内容が記載され

た文書の開示を求める。 

(権利濫用) 第３項 路政課 

90 2800 ｃ建築局長所属建築指導課送着の建建指第 1003 号ほか 33. 96. 141. 

146. 335. 363. 412. 545. 597. 607. 651. 655. 746. 820. 824. 688. 

879 号非開示決定通知書及び弁明書記載の文書内容について未開示にし

た上、御局の詭弁虚言の言い放題となっているが、「請求人の地番特定地

番Ａ地に対し、 

ア．平成 4 年に建築基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 42条第 2 項に

規定する道路であると判定しましたなどと論じている道路は何処にある

のか。明示された公図の写しを求める。 

イ．その道路は幅員 4m未満であるのか。 

ゥ．その道路が都市計画編入以前から存在していたか。 

エ．その道路を利用しないと接道がとれない住宅が、最低でも 2 件建ち

並んでいるのか。 

ア．イ．ウ．エ項について、建築基準法の判定に基づいた文書部位の閲

覧開示を求めます。 

R元.10.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.11.12 建築局 

建築指導課 

91 2801 情報相談課、旭区白根地番特定地番Ａ請求者宅に関し、平成 20 年 10 月

21日に写した。と家人が撮影者ｄさんと会話をしている写真を、何度も

開示されておりますが、平成 20年 10月 21日に写された写真ではありま

せん。平成 20年 10月 21日に写した写真写の開示。 

R元.10.28 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.11.13 建築局 

情報相談課 

92 2802 『建築局建築道路課の保有する道路審議票白根特定丁目 91』文書の「特 R元.10.21 非開示 条例第５条 R元.11.21 建築局 
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定年月日 1 付起案用紙に添付された、特定年月日 2 記録について情報開

示請求をする。同起案文書に添付された記録によると特定個人の特定言

動が記録されているが、本内容は、記録作成者が事実に反した虚偽作成

した公文書である。よって（1）実際の記録作成年月日、（2）作成後、記

録を修正した事実の有無、もしあるならば、修正年月日、修正した者の

所属、役職、氏名（3）本記録の作成者の所属役職、氏名（4）本記録内容

を裏付けるもの（5）当方の言動内容について、記録者の言動の内容が間

違いないと証言している者の有無、もしいるなら、その者の所属、役職、

氏名、及び内容（6）突然席を立ち帰ってしまったと記載されているが、

その行動を証するもの（7）記録に「ｅさんはセットバックをしていない

が・・旨を指導する」と記載されているが、その旨をｅさんに説明した

ことを裏付けるもの、更に、「過去に建築していたと分かることから市民

情報室と協議し非開示とした」と黒塗した理由及び『道路審議票白根〇

丁目 91』についても同様の趣旨により開示を求める。（8）以上の 1から

7までを証する公務員が職務上作成した記録、文書、及び電磁的記録」の

開示請求。 

(権利濫用) 第３項 建築指導課 

93 2803 地籍調査課、旭区白根地番特定地番Ａ請求者宅に関する成果簿算出の根

拠とされた敷地 4 角が公図上の明示されている公図の開示。及び同敷地

の筆界杭位置記載の公図写の開示 

R元.10.25 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.2 環境創造局 

地籍調査課 

94 2804 道路局路政課 ①旭区白根地番特定地番Ａ宅に接する道路の公図写しの

開示。②同現形図の開示 

R元.10.30 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.2 道路局 

路政課 

95 2805 道路局に現地現況の立会確認までしていただいた上で開示請求している

案件に対し、ｃ建築局長所属は建建指第 1317号令和元年 10月 21日付、

『旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定及び隣接する市道

との境界等に関して請求された別紙 1 の記載内容に該当する行政文書』

と隠蔽を謀った上で、白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｇに対し「平成

4 年に 2 項道路に規定する道路であると判定した」と隠蔽を謀ったが道

R元.11.6 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.6 建築局 

建築指導課 
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路は無く、「間」もない。したがって、建築局は建築基準法第 42条第 2 項

に該当する部位の原議写しの開示を未開示にしているが、改めて、「建築

基準法第 42条第 2項に該当する部位の原議写しの開示請求をする。」 

96 2806 建築指導課、旭区白根地番特定地番Ａ請求者宅に関する道路審議票白根

92文書写しの開示。 

道路局道路調査課 請求者が立ち会った旭区白根地番特定地番Ａ宅に接

する道路の公図写しの開示 

R元.10.29 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.16 建築局 

建築指導課 

97 2807 建築指導課 道路局に現地の立会確認までしていただいた上で開示請求

した案件に対し、一度も開示なく未開示にしている上に、本件開示請求

書については『旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定及び

隣接する市道との境界等に関して請求された別紙 1 の記載内容に該当す

る行政文書』などと隠蔽を謀りだしたが、白根地番特定地番Ａと同特定

地番Ｇ間に建建指第 1172号令和元年 8月 13 日付等で平成 4年に 2項道

路に規定する道路であると判定したとある。建築基準法第 42条第 2項に

該当する部位の原議写しの開示 

R元.11.1 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.16 建築局 

建築指導課 

98 2808 実施機関地籍調査課への開示請求。1.『•••平成 4年に、旭区白根特定丁

目特定地番Ａの土地 A 地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号）第 42条第 2項に規定する道路であると判定しました。とのことであ

るが、「2 項道路と判定したと言う資料文書及び公図写の開示。」 

2.その後、土地 Aは審査請求人の所有するところとなり、・・とのことで

あるが「土地 A」の開示。 

3.当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関による是正

指導が行われました。・・・と記載があるが『是正指導が行われたという

確認できる根拠及び資料写の開示。 

4.しかし、平成 21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2

項に規定する道路ではないことが判明し、・・・と記載があるが、判明し

た経緯及び資料とその範囲について開示を求める。 

R元.11.15 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R元.12.26 環境創造局 

地籍調査課 
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5.実施機関は道路判定を変更しました。・・・と記載があるが、「所有者

に変更箇所が分かるよう公図の開示。」 

99 2809 建築指導課 

Ｉ建築道路課係長時、『机の上でやっているのだから 2項道路だなんて、

旭区白根特定丁目特定地番Ｎだけでなく、分からないから勝手に色を塗

っているんだよ。』と言い、帯同した息子の怒りに触れ、課の窓際へ逃げ

回りましたが、白根地番特定地番Ａ地する道を勝手に色を塗ったと言う

道路平面図公図写しの開示。 

R元.12.9 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.1.14 建築局 

建築指導課 

100 2810 市民局市民情報室長 市市情第 1103号により、『令和元年 11月 8日に開

示請求がありました行政文書の決定等については、横浜市の保有する情

報の公開に関する条例第 11条第 2項の規定により、次のとおりその期間

を延長しましたので通知します。』延長の理由「当該開示請求については、

所管課の特定に日時を要し、決定期間内に開示決定等をすることが困難

であるため」と、市民情報課が文書を出しているにも関わらず、「所管課

の特定に日時を要し」と開示遅延を謀ったことに対し、市民局市民情報

室長に見解の開示を求めます。 

R元.12.4 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.１.24 市民局 

市民情報課 

101 2811 市民局市民情報室長は、市市情第 1103 号への開示請求に対し、『令和元

年 11月 8 日に開示請求がありました行政文書の決定等については、横浜

市の保有する情報の公開に関する条例第 11条第 2項の規定により、次の

とおりその期間を延長しましたので通知します。』延長の理由「当該開示

請求については、所管課の特定に日時を要し、決定期間内に開示決定等

をすることが困難であるため」と、市民情報課が文書を出しているにも

関わらず、「所管課の特定に日時を要し」とは、・・・・市民局市民情報室

長の見解を求めます。 

R2.1.9 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.2.6 市民局 

市民情報課 

102 2812 情報相談課平成 20 年 10 月 21 日旭区白根地番特定地番Ａ地の写真を写

し調査書を作成し審査課へ渡した「写真と調査書の開示」②審査課へ渡

した文書の枚数の開示」 

R2.1.10 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.2.19 建築局 

情報相談課 

61



103 2813 固定資産税は、台帳課税主義を原則として課税するとされているが、登

記簿の登記事項と現況に違いがあることを請求者に指摘され、現地を確

認し登記事項と現況とに、横浜市が 3.844 ㎡搾取したことによる違いが

あることを承知していながら事実と相違しているものであれば課税でき

ませんと規則があるにも関わらず、多年に渡り賦課している。①白根地

番特定地番Ａ地に適正課税されていると実施機関が言える文書の開示。

②請求者に適正課税されていない。と指摘された文書の開示。③指摘に

対し現地を視察後に日報等記載文書一式の開示。④貴所が請求地部位の

みを平成 29年度単価で算出した文書写の開示。⑤白根地番特定地番Ａ地

の現況に対し課税された平成 13年以降の文書の開示。⑥登記簿に登記さ

れている事項が事実と相違した課税となっており、当該土地の所在地を

管轄する登記所にそのすべき登記又は登記されている事項の修正その他

の措置を申し出るよう指摘されているが怠っている。⑤白根地番特定地

番Ａ現況地形の通りに適正課税されている文書写の開示。 

R2.2.19 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.3.19 旭区 

税務課 

104 2814 道路局路政課 

請求者所有地番特定地番Ａを実施機関道路局路政課長は横浜市が登記し

たと諮問していたことが、横浜市情報公開・個人情報保護審査会から妥

当との答申結果の送着があった。 

諮問した場所が明示されている公図の開示。 

道路局長 ｆ旭土木事務所副所長から『該当地については昭和 43年に国

土調査を実施し、現在法務局の地図において、市道白根 164 号線と同一

地番である特定地番Ｂとなっています。したがって、当該地は本市所有

の道路となります』などと虚言文書が届いた。 

神奈川県が横浜市に 9 号線（現白根第 164 号線）を移譲した際に登記し

移管した文書の開示 

R2.3.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.4.14 道路局 

路政課 

105 2815 (1) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開示決定文

R2.4.7 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.5.22 道路局 

路政課 
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書に記載の『・平成４年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先に

ついて建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42条第 2 項に規定する

道路であると判定しました。「その後、土地Ａは審査請求人の所有すると

ころとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機

関による是正指導が行われました。しかし、平成 21年になって、当該道

路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定する道路ではないことが判明

し、実施機関は道路判定を変更しました。・と送付来文書に記載があるが、

実施機関は令和 2 年 2 月 6 日にも道路がない事を確認して帰庁してい

る。 

『変更した場所が公図上に明示されている公図写しの開示』 郵送を希

望します。 

(2) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開示決定文

書に記載の『・・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先

について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第２項に規定す

る道路であると判定しました。「その後、土地Ａは審査請求人の所有する

ところとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施

機関による是正指導が行われました。」について、令和 2年 2月 6日にも

道路がないことを確認して帰庁しているのに『審査請求人に対して実施

機関による是正指導が行われたと言われる場所が公図上に明示されてい

る公図写しの開示』 郵送を希望します。 

(3) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開示決定文

書に記載の「土地Ａ地先の道路判定及び隣接する市道との境界等に関連

して実施機関が保有する行政文書を対象として、審査請求人は平成 22年

度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以下『開示請求等』とい

います。）を行っています。の「土地Ａ地先の道路判定箇所の公図写の開
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示」及び隣接する市道との境界等に関連して・の「市道の公図写しの開

示。」 郵送を希望します。 

(4) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開示決定文

書に記載の「審査請求人は、隣接する市道との境界について、国土調査、

道路復元等の当時に作成された公図等の文書に誤りがあり、境界標が自

分の所有地を侵していることなどを市に対し主張し続けています。国土

調査時に設置された査定杭が筆界として設置されている。道路復元など

必要がないにも関わらず。「復元されたと言われている作成された公図写

しの開示」 郵送を希望。 

(5) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開示決定文

書に記載の『•平成 4年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先につ

いて建築基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 42条第 2 項に規定する道

路であると判定しました。「その後、土地Ａは審査請求人の所有するとこ

ろとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関

による是正指導が行われました。」について、令和 2年 2月 6日にも道路

がないことを確認して帰庁しているにも関わらず、『審査請求人に対して

実施機関による是正指導が行われたと言われる場所が公図上に明示され

ている公図写しの開示』 郵送を希望します。 

(6) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開決定文書

に記載の『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先につ

いて建築基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 42条第 2 項に規定する道

路であると判定しました。「その後、土地Ａは審査請求人の所有するとこ

ろとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関

による是正指導が行われました。しかし、平成 21年になって、当該道路
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部分が建築基準法第 42条第 2項に規定する道路ではないことが判明し、

実施機関は道路判定を変更しした土地Ａに関しては、昭和 43年に国土調

査法（昭和 26年法律第 180号）に基づく地籍調査が行われこれにより隣

接する市道との境界を明示する公図が作成されたと、令和 2 年 2 月 6 日

にも道路がないことを確認して帰庁されているにも関わらず、令和 2 年

3 月 18 日道路第 1174 号送付来文書に記載の『変更された場所が公図上

に明示されている公図写しの開示』 郵送を希望す。 

(7) 

別紙添付しました令和 2 年 3 月 18 日道路第 1174号送付来非開決定文書

に記載の『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先につ

いて建築基準法（昭和 25 年法律第 201号）第 42条第 2 項に規定する道

路であると判定しました。「その後、土地Ａは審査請求人の所有するとこ

ろとなり、・・実施機関は令和 2年 2月 6日にも道路がないことを確認し

て帰庁されていますが、当該道路判定を前提として、審査請求人に対し

て実施機関による是正指導が行われました。」について「①公図上の場所

と何の指導をされたのか明示された文書の写しの開示。」しかし、平成 21

年になって、当該道路部分が建築基準法第 42条第 2項に規定する道路で

はないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しました。と道路第 1174

号送付来文書にある。『平成 10 年には市道との境界を確認する境界復元

の手続きが従前所有者と市との間で行われ境界標が設置されました。と

ある。②『市道と境界を確認した境界標の設置位置が公図上に明示され

た公図写しの開示。』及び、③『境界標が設置された査定位置が公図上に

記載されている公図写しの開示。』  郵送を希望す。 

106 2816 (1) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載し、『・平成 4年に、

旭区白根特定丁目特定地番Ａの上地地先について建築基準法（昭和 25年

R2.4.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.6.2 市民局 

市民情報課 
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法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路であると判定しました。

「その後、・当該道路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関に

よる是正指導が行われました。」について「①公図上の場所と何の指導を

されたのか明示された文書の写しの開示。」同、平成 21 年になって、当

該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定する道路ではないことが

判明し、実施機関は道路判定を変更しました。『平成 10 年には市道との

境界を確認する境界復元の手続きが従前所有者と市との間て行われ境界

標が設置されましたと記載がある。 

②市道と境界を確認した境界標の設置位置が公図上に明示された公図原

議写しの開示。』 

③『境界標が設置された査定位置が公図上に記載されている公図原議写

しの開示。』 

(2) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載されていますが「開

示請求に係る行政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土

地の道路判定及ぴ隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の

記載内容に該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使

が起囚の事象を理由に① 『(2) 開示を受ける意思のないことが明らかに

認められるとき。②開示決定を受けたにもかかわらず正当な理由なく閲

覧等せすに、繰り返し同様の文書を開示請求するとき。』①②の事実の原

議写しの開示と根拠規定及び当該規程を適用する根拠が当該書面の記載

自体から理解され得るものでなければならないに対し③甲の非開示情報

のどの事実部分に根拠現定が適用されているのか。④甲のどの様な事実

によって審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断されたの

か。⑤何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①②③④⑤の

事実の原議写しと論拠原議の写し開示。 
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(3) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文番を「別紙１」と非開示決定通知書に記載されていますが「開

示請求に係る行政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土

地の道路判定及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の

記載内容に該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使

が起因の事象を理由に①『(1) 開示請求の目的が文書開示以外にあるこ

とが明らかであると認められるとき。②実施機関の業務遂行を停滞させ

ることを開示請求の目的とすることが明らかに認められる』①②の事実

の原議写しの開示。及び根拠規定及び当該規程を適用する根拠が当該書

面の記載自体から理解され得るものでなければならない』。③甲の非開示

情報のどの事実部分に根拠規定が適用されているか。④甲のどの様な事

実によって審査請求人に権利利益が告されるおそれがあると判断された

のか。⑤何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①②③④⑤

の事実の原議写し開示と論拠の原議写しの開示。 

(4) 

市民局市民情課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で開

示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載されていますが「開

示請求に係る行政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土

地の道路判定及び隣接する市道との境界等に開して請求された別紙１の

記載内容に該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使

が起因の事象を理由に、『(3) 開示の実施等において不適正な行為が繰り

返されるとき。「行政文書をほとんど閲覧せずに立会いの職員に対して長

時間にわたり自説を主張する」、「開示日程を一方的にキャンセルする」、

「特定の職員による応対を強要する」「長時間にわたって職員の応対を強

要する」又は「開示請求することを目的にとして行政文書等の作成を強

要する」などの不適正な行為が同一人から同一の実施機関に対して繰り
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返し行われている。』①②の事実の原議写しの開示。及び根拠規定及び当

該規程を適用する根拠が当該書面の記載自体から理解され得るものでな

ければならないに対し、③の非開示情報のどの事実部分に恨拠規定が適

用されているのか。④甲のどの様な事実によって審査請求人に権利利益

が害されるおそれがあると判断したのか。⑤又何故その判断が規程に該

当すると判断できたのか。①②③④⑤の各判断事実の原議の写しの開示

と論拠原議の写しの双方の開示。 

(5) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載されていますが「開

示請求に係る行政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土

地の道路判定及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の

記載内容に該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使

が起因の事象を理由に、①『(4) 開示請求する実益は無いことが明らか

である。②にもかかわらず、同一文書の請求を繰り返すとき。』③甲の非

開示情報のどの事実部分に根拠規定が適用されているのか。④甲のどの

様な事実によって審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断

されたのか。⑤又何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①

②③④⑤の論拠の原議写しの開示。 

(6) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載し、開示請求文書

を非開示決定された文書に『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番

Ａの土地地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第

2項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 Aは審査請求

人の所有するところとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求人

に対して実施機関による是正指導が行われました。」と記載ありますが、
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審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われたと言われる場所

が公図上に明示されている公図原議写しの開示』 

(7) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載し、『・平成 4年に、

旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先について建築基準法（昭和 25年

法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路であると判定しました。

「その後、土地 Aは審査請求人の所有するところとなり、・・当該道路判

定を前提として、審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われ

ました。平成 21 年になって、当該道路部分が建築委基準法第 42 条第 2

項に規定する道路ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更し

した土地 A に関しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第 180

号）に基づく地籍調査が行われこれにより隣接する市道との境界を明示

する公図が作成された。『市道との境界が明示された公図原議写しの開

示』 

(8) 

市民局市民情報諜長へ開示諸求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙 1」と非開示決定通知書に記載し、『・平成 4 年に、

旭区白根特定丁目特定地番Ａの土地地先について建築基準法（昭和 25年

法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路であると判定しました。

「その後、土地 Aは審査請求人の所有するところとなり、・・当該道路判

定を前提として、審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われ

ました。平成 21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項

に規定する道路ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しま

した。・と送付来文書に記載がありますが、『変更した場所が明示されて

いる公図原議写しの開示』 

(9) 
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市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙 1」と非開示決定通知書に記載されていますが「開

示請求に係る行政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土

地の道路判定及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の

記載内容に該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使

が起因の事象を理由に、①実施機関が調査し文書を作成した。と開示も

せずに、ア同一文書が特定されることが明らかであるにも関わらず、②

社会通念上考えられない間隔・頻度で開示請求を繰り返す。』③甲の非開

示情報のどの事実部分に根拠現定が適用されているのか。④甲のどの様

な事実によって審査請求人に権利利益が害されるおそれかあると判断し

たのか。⑤又何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①②③

④⑤の論拠の原議写しの開示 

(10) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙１」と非開示決定通知書に記載し、「審査請求人は、

隣接する市道との境界について、国土調査道路復元等の当時に作成され

た公図等の文書に誤りがあり、境界標が自分の所有地を侵していること

などを市に対し主張し続けています。国土調査時に設置された査定杭が

筆界として設置されている。道路復元など必要がないにも関わらず。「復

元されたと言われている作成された公図原議写しの開示」 

(11) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙 1」と非開示決定通知書に記載し、『.・・平成 4年

に、旭区白根特定丁目特定地番Ａの士地地先について建築基準法（昭和

25 年法律第 201 号）第 42 条第 2 項に規定する道路であると判定しまし

た。「その後、土地 A は審査請求人の所有するところとなり、・・当該道

路判定を前提として、審査請求人に対して実施機関による是正指導が行
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われました。」について、『審査請求人に対して実施機関による是正指導

が行われたと言われる場所が明示されている公図原議写しの開示』 

(12) 

市民局市民情報課長へ開示請求 令和元年 12 月 4 日市市情第 1165 号で

開示請求文書を「別紙 1」と非開示決定通知書に記載し、「土地 A地先の

道路判定及び隣接する市道との境界等に関連して実施機関が保有する行

政文書を対象として、審査請求人は平成 22年度頃から繰り返し開示請求

及び本人開示請求（以下『開示請求等』といいます。）を行っています。

の土地 A 地先の道路判定箇所の公図原議写の開示」及び隣接する市道と

の塊界等に関連して・の「市道の公図原議写しの開示。」 

107 2817 1 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号送付来非

開示決定文書に記載の『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａ

の土地地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第

2項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 Aは審査請

求人の所有するところとなり、・・実施機関は令和 2年 2月 6日にも道

路がないごとを確認して帰庁されていますが、当該道路判定を前提と

して、審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われました。」

について「①公図上の場所と何の指導をされたのか明示された文書の

写しの開示。」同、しかし、平成 21 年になって、当該道路部分が建築

基準法第 42条第 2 項に規定する道路ではないことが判明し、実施機関

は道路判定を変更しました。と送付来文書にあり、『平成 10 年には市

道との境界を確認する境界復元の手続きが従前所有者と市との間で行

われ境界標が設置されましたと記載がある。②『市道と境界を確認し

た境界標の設置位置が公図上に明示された公図写しの開示。』③『境界

標が設置された査定位匿が公図上に記載されている公図写しの開示。』 

2 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号送付来非

開示決定文書に記載の『・平成 4 年に旭区白根特定丁目特定地番Ａの

R2.4.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R2.7.8 旭区 

税務課 
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土地地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第 2

項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 A は審査請求

人の所有するところとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請求

人に対して実施機関による是正指導が行われました。しかし、平成 21

年になって、当該道路部分が建築基準法第 42条第 2項に規定する道路

ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しした土地 A に関

しては、昭和 43 年に国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）に基づく

地籍調査が行われこれにより隣接する市道との境界を明示する公図が

作成されたと、令和 2 年 2 月 6 日にも道路がないことを確認して帰庁

されているにも関わらず、令和 2 年 3 月 17 日建情第 2073 送付来文書

に記載の『変更された場所が公図上に明示されている公図写しの開示』 

3 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号送付来非

開示決定文書に記載の『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番Ａ

の土地地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条第

2項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 Aは審査請

求人の所有するところとなり、・・当該道路判定を前提として、審査請

求人に対して実施機関による是正指導が行われました。しかし、平成

21 年になって、当該道路部分が建築基準法第 42 条第 2 項に規定する

道路ではないことが判明し、実施機関は道路判定を変更しました。・と

送付来文書に記載があるが、実施機関は令和 2 年 2 月 6 日にも道路が

ない事を確認して帰庁している。『変更した場所が公図上に明示されて

いる公図写しの開示』 

4 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号送付来非

開示決定文書に記載の『・・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地番

Ａの土地地先について建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 42 条

第 2項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 Aは審査

請求人の所有するところとなり、・・当該道路判定を前提として、審査
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諸求人に対して実施機関による是正指導が行われました。」について、

令和 2 年 2 月 6 日にも道路がないことを確認して帰庁しているのに

『審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われたと言われる

場所が公図上に明示されている公図写しの開示』 

5 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて送付

来非開示決定文書に記裁の『・平成 4 年に、旭区白根特定丁目特定地

番Ａの土地地先について建築基準法(昭和 25年年法律第 201号）第 42

条第 2項に規定する道路であると判定しました。「その後、土地 Aは審

査請求人の所有するところとなり、・・当該道路判定を前提として、審

査請求人に対して実施機関による是正指導が行われました。」につい

て、令和 2 年 2 月 6 日にも道路がないことを確認して帰庁しているに

も関わらず、『審査請求人に対して実施機関による是正指導が行われた

と言われる場所が公図上に明示されている公図写しの開示』 

6 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて送付

来非開示決定文書に記載の「審査請求人は、隣接する市道との境界に

ついて、国土調査、道路復元等の当時に作成された公図等の文書に誤

りがあり、境界標が自分の所有地を侵していることなどを市に対し主

張し続けています。国土調査時に設置された査定杭が筆界として設置

されている。道路復元など必要がないにも関わらず。「復元されたと言

われている作成された公図写しの閉示」 

旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて送付

来非開示決定文書に記載の「土地 A 地先の道路判定及び隣接する市道

との境界等に関連して実施機関が保有する行政文書を対象として、審

査請求人は平成 22年度頃から繰り返し開示請求及び本人開示請求（以

下『開示請求等』といいます。）を行っています。の「土地 A地先の道

路判定箇所の公図写の開示」及び隣接する市道との境界等に関連して・

の「市道の公図写しの開示。」 
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7 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて「別

紙１」と開示請求文書を通知書に記載しているが「開示請求に係る行

政文書」欄には旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定及

び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の記載内容に該

当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使が起因の事

象を理由に、①実施機関が調査し文書を作成した。と開示もせずに、

ア同一文書が特定されることが明らかであるにも関わらず、②社会通

念上考えられない間隔・頻度で開示請求を繰り返す。』③甲の非開示情

報のどの事実部分に根拠規定が適用されているのか。④甲のどの様な

事実によって審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断し

たのか。⑤又何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①②

③④⑤の事実の開示。 

8 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて「別

紙１」と開示請求文書を通知書に記載しているが、「開示請求に係る行

政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定

及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙 1 の記載内容に

該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使が起因の

事象を理由に、①『(4) 開示請求する実益は無いことが明らかである。

②にもかかわらず、同一文書の請求を繰り返すとき。』③甲の非開示情

報のどの事実部分に根拠規定が適用されているのか。④甲のどの様な

事実によって審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断し

たのか。⑤又何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。①②

③④⑤の事実の開示。 

9 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2 年 2 月 19 日旭税第 610 号にて「別

紙１」と開示請求文書を通知書に記載しているが「開示請求に係る行

政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定

及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙 1 の記載内容に
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該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使が起因の

事象を理由に、①『(3) 開示の実施等において不適正な行為が繰り返

されるとき。「行政文書をほとんど閲覧せずに立会いの職員に対して長

時間にわたり自説を主張する」、「開示日程を一方的にキャンセルす

る」、「特定の職員による応対を強要する」「長時間にわたって職員の応

対を強要する」又は「開示請求することを目的として行政文書等の作

成を強要する」などの不適正な行為が同一人から同一の実施機関に対

して繰り返し行われている。」①②の事実の開示。及び根拠規定及び当

該規程を適用する根拠が当該書面の記載自体から理解され得るもので

なければならない。』③甲の非開示情報のどの事実部分に根拠規定が適

用されているのか。④甲のどの様な事実によって審査請求人に権利利

益が害されるおそれがあると判断したのか。⑤又何故その判断が規程

に該当すると判断できたのか。③④⑤の事実の開示。 

10 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2年 2月 19日旭税第 610号に「別紙

１」と開示請求文書を通知書に記載しているが「開示請求に係る行政

文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定及

び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の記載内容に該

当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使が起因の事

象を理由に、①『(2) 開示を受ける意思のないことが明らかに認めら

れるとき。②開示決定を受けたにもかかわらず正当な理由なく閲覧等

せずに、繰り返し同様の文書を開示請求するとき。』①②の事実の開示。

及び根拠規定及び当該規程を適用する根拠が当該書面の記載自体から

理解され得るものでなければならない』。③甲の非開示情報のどの事実

部分に根拠規定が適用されているのか。④甲のどの様な事実によって

審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断したのか。⑤又

何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。③④⑤の事実の開

示。 
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11 旭区役所税務課所属ｇ は令和 2年 2月 19日旭税第 610号にて「別

紙１」と開示請求文書を通知書に記載しているが「開示請求に係る行

政文書」欄には「旭区白根特定丁目特定地番Ａ地先の土地の道路判定

及び隣接する市道との境界等に関して請求された別紙１の記載内容に

該当する行政文書」と変え、実施機関の文書改竄、偽造行使が起因の

事象を理由に、①『(1) 開示請求の目的が文書開示以外にあることが

明らかであると認められるとき。②実施機関の業務遂行を停滞させる

ことを開示請求の目的とすることが明らかに認められる。』①②の事実

の開示。及び根拠規定及び当該規程を適用する根拠が当該書面の記載

自体から理解され得るものでなければならない』。③甲の非開示情報の

どの事実部分に根拠規定が適用されているのか。④甲のどの様な事実

によって審査請求人に権利利益が害されるおそれがあると判断したの

か。⑤又何故その判断が規程に該当すると判断できたのか。③④⑤の

事実の開示。 

108 2818 (1) 

旭土木事務所長は、『文書回答のご要望及び情報公開請求をいただいてお

りますが、裁判事案であったことから、判決があった平成 26年 6月以前

は文書による回答は差し控えさせていただいておりました。昨年６月以

降の文書及び情報公開請求につきましては、できる限り誠意をもって対

応させて頂いておりますが、内容がぼうだいで求められている対象事案

を特定することが難しいものが多いことと裁判のなかで取り扱われた事

案であることなどの理由により、改めて文書で回答をするためには過去

の経緯等を詳細に再確認する必要があるため時間がかかっております。 

まずは文書回答に先立ち引き続き職員が直接お伺いし、Ｔ様が疑問に思

われていることのひとつひとつについて、これからも誠意をもって対応

させていただきたいと考えておりますので、何卒ご理解をお願いしま

す』。と、対話をしたにも関らず、約束を反故にしている上に、請求者の

H31.1.21 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.5 旭区 

旭土木事務所 

76



開示請求に対し平成 30年 11月 22日まで延長と、非開示文書と一緒に１

カ年以上の遅延通知書の送付が続くので開示請求す。 

1 平成 26年 12月 9日付の旭土第 3591号、建築道路課から平成 22年

9 月 2 日付で、旭区白根地番特定地番Ａと地番特定地番Ｃ間は建築

基準法の道路か否か。弁護士法第 23条の 2第 2項により照会書を受

け回答したと旭土木事務所長から回答を得ている。『弁護士法第 23

条の 2第 2項文書一式の開示』 

2 弁護士法第 23条の 2第 2項によるとのことであるから、旭土木事務

所が横浜弁護士会長へ回答された回答文書の写しの交付 

3 上記 2項の回答書中で、旭土木事務所が「昭和 40年 6月 5日以降に

ついては否認する。」と平成 22年 9月 27日付で「否認」したが、無

い道路が何処に存在するのか。公図、論拠、根拠文書の開示。 

4 旭土木事務所が上記 2項書中で旭区白根特定丁目特定地番Ａと特定

地番Ｃ間に特定地番Ｂの一部という道路が存在するとのことである

が、場所の位置、登記した年月日及び公図の開示。 

5 旭土木事務所は、神奈川県から購入した旭区白根特定丁目地番特定

地番Ａと地番特定地番Ｃ間にある私有地は「昭和 40年 6月 5日横浜

市告示第 110号において道路となっている。」と回答した文書。 

6 旭土木事務所が訴訟に対し、「昭和 48年直後に解放された。」と回答

した回答書。 

7 旭区白根特定丁目地番特定地番Ａの所有者から道路だと承諾書を頂

いているという。承諾書の開示。 

8 旭土木事務所が、「既に昭和 48年道路として供用を開始している。」

と回答した供用土地を明示した文書及び公図。 

9 横浜市旭区白根特定丁目特定地番Ａの所有者から 18番杭及び 19番

杭までが道路だ。と承諾書を頂いている。と回答した。①回答書と

道路として表示された図に署名押印した承諾書の開示。 
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10 旭土木事務所は、地番特定地番Ａ所有者から 18番杭と 19番杭間

を道路だと承諾している。と回答した。①18 杭及び 19 番杭は、地番

特定地番Ａの所有地ではないにも関わらず、承諾したように回答し、

平成 22年 7月 22 日、請求者に承諾を求めた「立会通知書」。と②同

時に求めた「承諾書」の開示。 

11 横浜市旭区白根特定丁目特定地番Ａの所有地は「昭和 48 年直後、

既に道路として供用を開始している。」と捏造し回答した。回答書の

閲覧。 

12 旭土木事務所が、昭和 48年直後の道路位置を明示した文書。 

(2) 

旭土木事務所長所属は、開示決定等の期限、第 11条各項の決定、開示請

求があった日の翌日から起算して 14日以内に実行しない上に、市民情報

室長に開示・非開示等の決定はしたものの、未だその内容を請求者に通

知しておらず、その結果、条例に基づく申請に対して何等の処分もない

『処分不作為』の状態になっている。と指摘されたにも関わらず、未だ

に開示・非開示等の決定無く、横浜市情報公開・個人情報保護審査会か

ら請求内容について平成 29 年 2 月 24 日に事情聴取を受け「審査請求人

の指摘するような事実等は無い。」と嘘で貶めた等の事実がある。1.平成

29 年 6 月 21 日で 60 日の開示決定等期間延長を了した文書の開示 2.延

長決定するに際し、立案、経伺し裁決（或は専決）した文書の開示。 

(3) 

旭土木事務所長所属は、開示決定等の期限、第 11条各項の決定、開示

請求があった日の翌日から起算して 14日以内に実行しない上に、市民情

報室長に開示・非開示等の決定はしたものの、未だその内容を請求者に

通知しておらず、その結果、条例に基づく申請に対して何等の処分もな

い『処分不作為』の状態になっている。と指摘されたにも関わらず、未

だに開示・非開示等の決定無く、平成 29年 2月 24日に横浜市情報公開・
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個人情報保護審査会から請求内容について所属は事情聴取を受け「審査

請求人の指摘するような事実等は無い」と貶めた事実があるが、「平成 29

年 6月 21日で 60日の開示決定等期間延長を了した文書写しの開示」 

(4) 

『文書回答のご要望及び情報公開請求をいただいておりますが、裁判事

案であったことから、判決があった平成 26年 6月以前は文書による回答

は差し控えさせていただいておりました。昨年 6 月以降の文書及び情報

公開請求につきましては、できる限り誠意をもって対応させて頂いてお

りますが、内容がぼうだいで求められている対象事案を特定することが

難しいものが多いこと、裁判のなかで取り扱われた事案であることなど

の理由により、改めて文書で回答をするためには過去の経緯等を詳細に

『①再確認する必要があるため時間がかかっております。・・』まずは文

書回答に先立ち引き続き職員が直接お伺いし、Ｔ様が疑問に思われてい

ることのひとつひとつについて、これからも誠意をもって対応させてい

ただきたいと考えておりますので、何卒ご理解をお願いします』。との所

長文書上記『①と付定した文内容に対する進捗済文書の開示。』 

平成 26 年 12 月 9 日付の旭土第 3591 号、建築道路課から平成 22年 9月

2日付で横浜市旭区白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｃとの K1査定杭間

に地番特定地番Ｂはないにも関わらず、建築基準法の道路か否か。弁護

士法第 23条の 2第 2項による照会書の送付を受けたから回答した。と旭

土木事務所長から其の回答文書の送付があったので確認をした。 

① 『旭土木事務所が上記照会に「昭和 40 年 6 月 5日以降については否

認する。」と平成 22 年 9 月 27 日付で回答に資した論拠根拠文書の開

示』。 

② 同旭土木事務所が上記照会に「旭区白根特定丁目特定地番Ｂの一部と

論じ回答した部位及び回答に資した根拠論拠文書の開示。」 

③ 同旭土木事務所が上記照会に対し「昭和 40 年 6 月 5 日横浜市告示第

79



110 号において道路となっている。」と回答した論拠根拠文書の開示。」 

④ 同上記照会に、旭土木事務所は、「昭和 48 年直後に解放された。」と

の請求者の答弁文に対し、「既に道路として供用を開始している」と回

答している。①「供用を開始しているとの土地の所在及び其の論拠根

拠文書の開示」。 

⑤ 同旭土木事務所は、横浜市旭区白根特定丁目特定地番Ａの所有者から

18番杭及び 19 番杭までが道路だと承諾したと回答している。「公図に

明示された表示図に承諾の署名押印した承諾書の開示。」 

⑥ 平成 22 年道路境界確定区間延伸事業施行のため、関連する道路、水

路等の境界調査を実施します・・承諾書に記名押印又は署名をしてい

ただきます。と承諾を求めた立会書と承諾書の開示。 

⑦ 請求人が所有する横浜市旭区白根特定丁目特定地番Ａ地に接する地

番特定地番Ｇ、国調時の求積表の閲覧と貴所が平成 10 年 7 月 31 日施

行時の地番特定地番Ｇと同特定地番Ｃ及び同様地番特定地番Ｇと特定

地番Ａ間の求積表の閲覧。⑥特定地番Ａと特定地番Ｃ間の昭和 43年、

平成 4年、平成 10年及び平成 18年の三斜実測図の閲覧。 

⑧ 旭土木事務所が、イ．上記⑦項各所間の測量に際し基準点及び査定点

とした杭の位置を明示した公図の開示。」ロ．昭和 43年 9月 24日から

行われた国土調査後の積算表の開示。ハ．平成 10年 7 月 31 日付導水

路境界調査施行後の双方の積算表の開示。ニ．私有地に K4.20 番杭と

K4-1.21 番杭を国土調査に基づいたと私有地を 3.844 ㎡取り込み搾取

しているが、算出した文書原議一式写しの交付。 

⑨ 旭土木事務所は、平成 29年 2月 24日横浜市情報公開・個人情報保護

審査会（藤原靜雄会長）から審査請求人の開示請求内容について事情

聴取を受け、虚言にて凌いだ答申更生第 1397 号の 4 頁（ア）「・・道

路境界確定区間延伸事業については、弁明書作成の時点に於いて・・・

当該事業は無く、などと虚言による記載がある。平成 27年 2月の時点
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で、旭土木事務所は文書を見せられたが、警察署長職ｈ宅と遠方に居

住されているｉ宅 2 名の方の承諾が取れ次第開示するとのことであっ

たが 8 年経過したが未だに未開示。横情審の事情聴取を受けた際も工

事をしていないと虚言で凌いだ様子。イ．特定測量会社（ｖ社長）に支

払った工事費明細の写しの開示。 

⑩ 旭土木事務所は、横浜市情報公開・個人情報保護審査会（平成 29 年

2月 24日）の聴取に、審査請求人の開示請求内容について事情聴取を

受け、『そのような行為を行っておらず、審査請求人が指摘するような

事実等は無い。』と説明し、『地番特定地番Ａ所有者から 18番杭から 19

番杭までが道路だと境界承諾書を頂いている。』と記載された文書「旭

土第 2036 号」の存在を隠蔽した様子だが、『地番特定地番Ａ所有者か

ら 18番杭から 19 番杭までが道路だと境界承諾書を頂いている。』と文

書には記載がある。 ア．『18番杭から 19 番杭までの表示図』の開示。

イ．表示図と一体化した紙面に署名押印した承諾書の開示。」 

⑪ 『文書回答のご要望及び情報公開請求をいただいておりますが・・・

ひとつひとつについて、これからも誠意をもって対応させていただき

たいと考えております』と未開示にしている文書 ア．平成 27、28 年

に請求者が旭区長ｊ経由で送付した文書の閲覧開示。イ．同 28年．29

年に請求者が旭区長ｋ軽油にて送付した文書の開示。ウ．28 ﾈﾝ 29 年

に請求者が貴所にＦＡＸ送信した文書の開示。 

⑫ 「旭土第 2036号」文書中『横浜市の道路となっている。』との論拠及

び根拠文書の開示。 

⑬ 旭土木事務所は、平成 29年 2月 24日横浜市情報公開・個人情報保護

審査会から、審査請求人の開示請求内容について事情聴取を受けた様

子の答申更生第 1397 号（平成 29年 6月 15日付）が 5月 26日に続い

て届いた．6～7頁エ段「建築局道路課長へ回答し訴訟に加担した文書。」

等について「そのような行為を行っておらず、審査請求人の指摘する
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ような事実等は無い。」と虚言で凌いでいるが、文書の 6～7頁エ段「建

築局道路課長へ回答し訴訟に加担した文書が有る事実が記載されてい

る。『平成 22年 9 月 2日付照会書照会事項 5 について下記のとおり回

答します。と「建築局情報相談部建築道路課長様」あて送付した文書

の開示。』 

⑭ 同旭土木事務所は、平成 29年 2月 24日横浜市情報公開・個人情報保

護審査会から審査請求人の開示請求「旭土第 2036号」文書ほかの内容

について事情聴取を受けた様子の答申第 1397号文書が届いているが、

7 頁上段 5 行目「建築局情報相談部建築道路課長へ回答し訴訟に加担

した文書。」そのような行為を行っておらず、審査請求人の指摘するよ

うな事実等は無い。と説明しているが、『旭土第 2036 号』文書には、

「建築局情報相談部建築道路課長様」に宛て作成し送付し、請求者が

原告の訴訟相手代理人に法廷で陳述させている。『旭土木事務所副所長

名で建築局情報相談部建築道路課長様』と送付した文書「旭土第 2036

号」文書を『起案し経伺した文書一式の開示。』 

⑮ 平成 27年 5月 19日 13時から 19時まで、旭土木事務所ｌ副所長やｍ

係長、環境局地積調査課ｎ課長、ｏ係長 13 時から 16 時まで、現況を

詳細に確認した通りに早期復元すると現況を調査確認した際に、横浜

市旭区白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｃ間の私有地について、建築

局建築道路課宛第 2036号文書で、横浜市旭区白根特定丁目特定地番Ａ

の所有者が 18 番及び 19 番杭までが道路であると承諾したと送付して

いるのを確認した。ア．『平成 10 年 5 月 25 日付で承諾者を写した写

真』イ．同日、認知症が進み介護施設に入っている。ｐが承諾したとこ

とが明示された表示図と承諾書の写しの開示。』 イ．『承諾者旭土木事

務所（横浜市長名にて）が、本件請求者の地番及び住所を承諾書に記

載し、立会い依頼書と共に、平成 26年 12月 23日持参し承諾を求めた

『承諾書と立会書』の開示。 
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⑯ 旭土木事務所は、横浜市旭区白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｃ間

を、第 2036 号文書にて昭和 48 年直後「既に道路として供用を開始し

ている。」と、貴所事務掌理事項ではないにも関わらず、建基法第 42条

第 2 項と供用を開始していると記載しているのを確認した。論拠文書

の開示。」 

⑰ 横浜市旭区白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｃ間について、平成 19

年 1 月 29 日付、請求者の所有地白根特定地番Ｋと記載し「道路だ。」

と旭土木所長名の配達証明郵便にて注意書の送付があった。『白根特定

地番Ｋの範囲、形態を明示した公図と文書』の開示。」 

⑱ 横浜市旭区白根地番特定地番Ａと同特定地番Ｃ間について、『道路境

界確定区間延伸事業施行のため、関連する道路、水路等の境界調査を

実施します。承諾書に記名押印又は署名をしていただきます。』と、持

参した承諾書と署名押印の求めに、 ア「所有者が応じた文書の開示。」

審査会の聴取に「道路境界確定区間延伸事業は行っていないと虚言で

凌いだが、 イ．「業者（特定測量会社）に依頼した文書の写しの開示。 

(5) 

道路局長は、移管する前から旭土木事務所が管理をしていましたので、

旭土木事務所へ電話連絡をし、Ｔ様から頂いた文書も送付しました。受

付は旭土木事務所のｌ、ｍです。と道総 398号（平成 27年 6月 24日付）

書面を頂戴しているが進捗が無い。平成 30年 6月 4日に旭土木事務所職

員ｑ、ｒ他 1 名の 3 名が、官民境界先行調査及び国土調査で決まってい

る県と請求人の敷地筆境界杭をスコップを翳し抜きに来た。「受付・・」

と記載のあるｌは退職し、ｍは異動した旨。平成 10 年 7 月 31 日付で国

土調査通りに復元し、「18 番杭から 19番杭・・の所有者特定地番Ａから

承諾書を頂いていると云う承諾書の開示」 

(6) 

道路局は、平成 30 年 1 月 16 日付文書により、法務局へ登記した登記
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書類は 5 年間保管後に廃棄した。などと 9 件の文書の送付が有ったが、

地番特定地番Ａ、特定地番Ｃ境界杭間には横浜市が移譲受した道路はな

いにも関わらず、①「旭区白根特定丁目特定地番Ｂの一部と道路局が主

張する根拠及び論拠を明示した現形図の開示」②「昭和 40年 6月 5日か

ら供用（2項道路と）を開始したと虚言の主張している道路部位及び供用

道路の範囲を明示した文書の開示」 

(7) 

道路局が平成 30 年 1 月 4 日付道路第 1064 号に於いて「市道白根第 164

号線に係る改廃原議一式（昭和 40年 5月市会）（住企第 370号及び第 226

号）開示決定しているが、神奈川県から道路移譲された、旭区白根特定

丁目特定地番Ｈ地の査定杭から同特定地番Ｃ地の査定杭間 44.06ｍに結

線されていることが確認できる地積表及び公図の開示。 

① 道路局が平成 30 年 1 月 4 日付道路第 1064 号に於いて「市道白根第

164 号線に係る改廃原議一式（昭和 40 年 5 月市会）（住企第 370 号及

び第 226 号）開示決定しているが、神奈川県から地番特定地番Ｂの道

路移譲された際の同特定地番Ｈ地の査定杭の開示。

② 上記同様地番特定地番Ｃ地の査定杭の開示。

(8) 

実施機関横浜市が、18 番杭から 19 番杭まで白根地番特定地番Ｌの所有

者から道路だと承諾書を頂いている。との承諾書の開示。 

(9) 

白根地番特定地番Ｃの境界線の境界標と同特定地番Ａとの境界線の境界

標について①44.06mの境界査定杭を撤去した年月日と②横浜市の見解理

由の開示。 

(10) 

昭和 43 年実施の国土調査で決まっている境界線があるにも関わらず、白

根地番特定地番Ｃの境界線の境界標と同特定地番Ａとの境界線の境界標
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を隠蔽し、境界標から双方に 90cm づつ実施機関横浜市に搾取されてい

る。実施機関横浜市の見解等を明示している文書等の開示。 

(11) 

実施機関横浜市は、18 番杭から 19 番杭まで白根地番特定地番Ｌの所有

者から道路だと承諾書を頂いている。承諾書が有るとのこと。「18番杭か

ら 19番杭が表示された表示図に署名押印された承諾書は、業務上作成す

る必要が無く存在していないため。」と整合性が無い。横浜市の整合性の

ある見解及び明示した文書の開示。 

(12) 

道路局長にあてた文書に対し、『該当地については、昭和 43 年に国土調

査を実施し、現在法務局の地図において、市道白根 164 号線と同一地番

である特定地番Ｂとなっています。したがって、当該地は本市所有の道

路となります』。と旭土木事務所副所長ｆ名により出鱈目な返書があった

ことに対し、開示請求をする。①該当地とは何処であるか不明確である

が、横浜市が神奈川県から移譲された際の地番特定地番Ａに接する境界

線境界標杭の開示。②「該当地については・・・の該当地の全境界標の開

示」。③同様に県から移譲受けした際に各境界標が明示されていた文書の

開示」。④同様に官民境界先行調査後に移譲された公図等のうち、県営住

宅現形図の開示」。⑤「旭区白根特定丁目特定地番Ｃと同特定地番Ａと同

特定地番Ｂの境界線境界標杭の開示」。⑥「旭区白根特定丁目特定地番Ｃ

と同特定地番Ａと同特定地番Ｈとの境界線境界標杭の開示」。⑦同⑥項に

設置されていた境界線境界標杭の開示」。⑧平成 10年 7月 31日付で「旭

区白根特定丁目特定地番Ｃと同特定地番Ａと同特定地番Ｈとに接する境

界線に境界標として設置されていた境界線境界標杭を、新たに私有地を

取り込んで新設杭を設置した根拠理由見解の開示」。⑨同様に平成 10 年

7月 31日付で「旭区白根特定丁目特定地番Ｃと同特定地番Ａと同特定地

番Ｂと接する境界線に境界標として設置されていた境界線境界標杭を、
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新たに私有地を取り込んで新設杭を設置した根拠理由見解の開示」。⑩道

路局所属が、『現在法務局の地図において、市道白根 164号線と同一地番

である特定地番Ｂとなっています』について、同一地番と判る境界線境

界標の境界杭を明示した公図の開示」。⑪・『したがって、当該地は本市

所有の道路となります』について、昭和 43 年に国土調査を実施し設置し

た地番特定地番Ａに接する境界線境界標杭の開示」。⑫『現在法務局の地

図において、市道白根 164 号線と同一地番である特定地番Ｂとなってい

ます。と、「特定地番Ａ及び特定地番Ｃとの境界線の境界標杭をアスファ

ルトで埋設したか。或は撤去し、私有地を取り込んで新設した工事の名

称及び工事年月日の開示」。⑬『同一地番である特定地番Ｂとなっていま

す』。とのことであるが、「地番特定地番Ａの私有地を、どの様にして同

一にしたのか。神奈川県から移譲された際の明示文書の開示」。⑭『法務

局の地図において、市道白根 164 号線と同一地番である特定地番Ｂとな

っています』。とは虚言で、実際は私有地を取り込んでいるが、地番特定

地番Ｃの境界線の境界標杭と同特定地番Ａとの境界線の境界標杭につい

ては、44.06m先の境界標杭と国土調査で接している。其の査定杭を撤去

したのなら其の年月日の開示』。⑮同様に埋設したものなら、その埋設し

た年月日の開示」。⑯同様に、両請求に合致していなく、国土調査時のま

ま設置されているなら、其の境界線境界標杭を現地にて開示」。⑰移譲さ

れ、官民境界調査後の昭和 43年実施の国土調査で決まって境界線境界標

杭が設置されているにも関わらず、同所の境界標杭を撤去もしくは埋設

による不明状態にしていることに対する横浜市道路局長の理由と見解の

開示」。⑱地番特定地番Ｃの境界線の境界標と同特定地番Ａとの境界線の

境界標（筆界杭）を、境界標から双方に 90cmづつ、横浜市に搾取されて

いる。路政課では寄付受をされていないと回答を得ている。道路局長の

見解を求めると共に、其の論拠理由を明示された文書等の開示」。⑲旭区

白根地番特定地番Ａに対し、Ｍ路政課長の「アツ そこだったのか」と、
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「登記し 5 年経過したので登記書類は廃棄した」に整合する公図及び見

解文書等の開示」。⑳県有地の地番特定地番Ｂ道路を横浜市が移譲受けし

た際に、神奈川県が横浜市に移譲した各文書のうち、地番特定地番Ａ地

を登記したことが判る文書の開示」。㉑道路局所属が、18番杭から 19番

杭まで白根地番特定地番Ｌの所有者から道路だと承諾書を頂いている。

との承諾書の開示。㉒道路局所属が「18 番杭から 19 番杭が表示された

表示図に署名押印された承諾書は、業務上作成する必要が無く存在して

いないため。」ある見解及び明示した文書の開示。 

(13) 

横浜市が、平成 10 年 4 月 20 日付にて、神奈川県所有横浜市旭区白根特

定丁目特定地番Ｇに関する道水路境界調査の申請を受け、申請により関

係土地所有者と横浜市は立会協議をし、境界調査を了した道路の開示。 

１ 境界調査の作業は、横浜市が契約している測量事業者が行ったとの

ことであるが測量業者の住所、業者名の開示。 

２ 申請者に指示した市道認定改廃原議図、旧道路台帳図、道路台帳平

面図（現況図）、耕地整理図、境界調査図の開示。 

３ 申請者に指示した資料調査時の公図、地積測量図、市道認定路線図、

市有溝渠堤塘測量図の開示。 

４ 申請者に指示した道路台帳平面図、区域線図等の現地調査資料の開

示。 

５ 申請者（依頼された測量事業者）に対し、横浜市担当係員ｓは、ど

のように境界確定作業について協議したのか。協議年月日及び箇所、

場所内容の開示。 

６ 申請者（依頼された測量事業者）に対し、申請者が、作業の実施に

あたり、他人の土地への立入り工作物の除去と植栽の伐採を行う必

要があった際に、介護施設に入居していた関係地権者白根特定丁目

地番特定地番Ａに承諾させる際に、申請者担当ｔから事前に協議し
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た作業地（地番特定地番Ｂ道路）外に疑義を感じ確認した際に、2項

道路だからと虚言を言い 2mセットバックをしなければならない。更

に国土調査の境界線の杭のところへ新設したと見せて承諾させ、其

の後に植栽の中へ K4 石杭を新設するよう指示をさせていないかが

判る論拠の開示。 

７ 観測手簿、観測記簿及び計算簿等の測量成果の写しの開示。 

８ 境界明示は、道水路等とそれに隣接する土地との境界が確定してい

ない場合に、隣接地の所有者と立会協議の上、その境界を確定する

ことをいいますとあるが、神奈川県ｔ職員が境界明示した際に教示

した地積測量図、公図、土地宝典、道路台帳平面図（現況図）、市道

認定路線図、旧道路台帳図、耕地整理図の開示。 

９ 境界復元とは資料に基づき、現地において、滅失あるいは移動して

いる境界標の復元を行うことをいいますとあるが、神奈川県ｔ職員

に境界復元の際に市職員ｓが教示した市有溝渠堤塘測量図、市道認

定改廃原議図の開示。 

10 復元方法は、関係する周囲の既存境界標からの距離法により行うも

のとしますが、移動していない既存境界標の座標値に基づいて滅失

あるいは移動している境界標を復元する。既設の多角点又は新設さ

れた多角点により境界標を復元するには多角測量により行ってくだ

さいと有るが、ｓ市職員は、どの方法によることを指導したのか開

示を求める。 

11 立会を円滑に進めるため、事前に仮杭（木杭及び鋲等）を所有者に

了解を得てから民地内に設置するよう教示していないようだが、所

有者と写した写真の開示。 

12 境界立会は、申請者は係員と協議して決定した日時に、現地で測量

及び杭打ち等立会業務に従事してください。と指導及び指示したの

かが確認できる写真及び文書の開示を求める。 
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13 又立会いに従事する者は、専任従事者１名を含めて計２名以上でお

願いします。と指導したのが判る写真及び文書を開示して下さい。 

14 境界標の埋設は、申請者は、立会により決定した境界点に境界標の

埋設を行ってください。と有るが、上述の通り介護施設に入居して

いるが立会が出来たのか。市は承諾書が有ると言うが開示をしない

ので、承諾書或は委任状の開示。 

15 境界標設置・撤去について、境界標の埋設は、原則、石標を埋設し

ますが、埋設不可能の場合は本市規格の鋳物杭を設置します。鋳物

杭も設置不可能の場合は本市規格のプレート又は鉄鋲を打設しま

す。鉄鋲も打設不可能な場合は、「十字の刻み」表示とします。拡幅、

払下げ等により一年以内に滅失する境界標については、本市係員の

承諾を得て木杭又はプラスチック杭で表示することができます。と

有るが、設置を指導した境界標の種類の開示を求める。 

16 復元点の確認をされたものと思慮するが、復元点が道路現況と著し

く異なる場合は、立会いを実施する前に係員と調整してください。

と有るが調整しなかったのは何故か。明示した文書なり論拠の開示

を求める。 

17 境界標の調査について、第 19条は、資料図があり、現地に境界標

が見当たらないときは、図面記載距離に基づいて調査掘削してくだ

さいとある。掘削に当たっては関係地権者に配慮をしてくださいと

もある。地権者に指導したのかが判る文書の開示 

(14) 

国土調査錯誤のため昭和 44 年に行われた横浜市旭区白根町特定地番Ａ

周辺の調査図及び公図国土調査錯誤のため、平成 4 年に行われた横浜市

旭区白根町特定地番Ａ周辺の調査図及び公図国土調査錯誤のため、平成

6 年に行われた横浜市旭区白根町特定地番Ａ周辺の調査図及び公図国土

調査錯誤のため、平成 10年に行われた横浜市旭区白根町特定地番Ａ周辺
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の調査図及び公図国土調査錯誤のため、平成 17年に行われた横浜市旭区

白根町特定地番Ａ周辺の調査図及び公図国土調査錯誤のため、平成 22年

に行われた横浜市旭区白根町特定地番Ａ周辺の調査図及び公図国土調査

錯誤のため、平成 27年に行われた横浜市旭区白根町特定地番Ａ周辺の調

査図及び公図 

(15) 

実施機関（旭土木事務所長）は、建築局へ旭土第 2036 号にて、『地番特

定地番Ａ所有者から 18 番杭から 19 番杭までが道路だと境界承諾書を頂

いている。』と記載した文書を送付した。① 地番特定地番Ａ所有者が、

18番杭から 19番杭までが道路だと境界を承諾した承諾書の開示。② 実

施機関が、平成 29 年 2 月 24 日に横浜市情報公開・個人情報保護審査会

から、請求人の開示請求内容について事情聴取を受け、『実施機関が平成

22年 7月 27日付で、平成 22年 8月 9日午前 11時 30分に請求人へ立会

いを求め『18番杭、19番杭が表示された表示図に署名押印したとされる

承諾書の開示』 

109 2819 『道路局が、平成 30年 1 月 4 日付道路第 1064 号に於いて「市道白根第

164 号線に係る改廃原議一式（昭和 40 年 5 月市会）（住企第 370 号及び

第 226 号）開示決定をしている。が、①神奈川県から横浜市が道路移譲

された旭区白根特定丁目特定地番Ｈ地の査定杭から同特定地番Ｃ地の査

定杭間 44.06m に結線されていることが確認できる地積表及び公図の開

示。②道路局が平成 30 年 1 月 4日付道路第 1064号に於いて「市道白根

第 164 号線に係る改廃原議一式（昭和 40 年 5 月市会）（住企第 370 号及

び第 226 号）開示決定している。が、神奈川県から地番特定地番Ｂの道

路移譲された際の同特定地番Ｈ地の査定杭の開示。③上記同様地番特定

地番Ｃ地の査定杭の開示。④平成 4 年に地番特定地番Ａ宅新築のため境

界点（査定点）横のペンキの塗ってあった構造物と評された板塀を壊し、

境界点（査定点）を挟んだ向かいの地番特定地番Ｃ宅が昭和 38年に査定

H31.1.31 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.5 旭区 

旭土木事務所 
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杭より石垣を 40 センチ人が通れるだけ下げて積んだ。出来た空地は道路

では無い。昭和 43年度の国土調査で確定している地番特定地番Ｃ地の東

北、東南、西北、西南の 4 角の査定杭の開示。⑤及び同地番特定地番Ｈ

地の査定杭から地番特定地番Ｃ地の東北、西北の査定杭間の査定杭に接

続されている杭の位置の開示。⑥昭和 43年度の国土調査で確定している

地番特定地番Ｃ地の東北、東南、西北、西南の 4 角の査定杭へ地番特定

地番Ｈ地の査定杭から地番特定地番Ｃ地の東北、西北の査定杭間の査定

杭に接続されている地番特定地番Ｃ地の杭の位置を 90cm 地番特定地番

Ｃ地内へ移設した工事の名称。⑦及び同工事の理由の開示。⑧昭和 43年

度の国土調査で確定している地番特定地番Ｃ地の東北、東南、西北、西

南の 4角の査定杭。其のうちの東北から西北境界間にある昭和 43年度の

国土調査で確定している査定杭に、昭和 43年度の国土調査で確定してい

る地番特定地番Ｈ地の査定杭が、地番特定地番Ｃ地に接続された査定杭

がある。此の査定杭から地番特定地番Ａ地の昭和 43年度の国土調査で確

定している東南杭が 90cm下げられた理由の開示。⑨又工事の名称と工事

年月日の開示。①昭和 43年度の国土調査で確定している地番特定地番Ｃ

地の東北、東南、西北、西南の 4 角の査定杭のうち、地番特定地番Ｃ地

の西北の査定杭から地番特定地番Ａ地の西南の査定杭に接続されている

査定杭から、地番特定地番Ａ地の西南杭が 90cm下げられた理由の開示。

⑩又同工事の名称と工事年月日の開示。⑪昭和 43年度の国土調査で確定

している地番特定地番Ｍ地の東北、東南、西北、西南の 4 角の査定杭。

其のうちの、市が移譲された道路地番特定地番Ｂ地に接する昭和 43年度

の国土調査で確定している西南の査定杭の位置の開示。⑫同様地番特定

地番Ａ地の東南の昭和 43 年度の国土調査で確定している査定杭に接続

されている地番特定地番Ｍ地の査定杭の位置の開示。⑬地番特定地番Ａ

地の東南杭が 90cm下げられた理由の開示。⑭又同工事の名称と工事年月

日の開示。⑮開示決定等の期限について条例では、開示請求があった日
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の翌日から起算して 14日以内に開示・非開示等の決定を実行することに

なっているが未だせずに請求者に通知しておらず、平成 30 年 3 月 15 日

及び同 6 月 13 日、同 6月 29 日、その結果、条例に基づく申請に対して

何等の処分のない『処分不作為』の状態になっている。白根特定丁目特

定地番Ａ地に接する建築基準法第 42条第 2号について「何処に存在する

のか明示した文書の開示」を求める。⑯旭区白根特定丁目特定地番Ａ地

の「昭和 43年度の国土調査終了時の公図の開示。⑰同所についてＫ3査

定杭と新設したＫ4杭の種類、名称と、設置理由と年月日の開示の開示。

⑱同旭区白根特定丁目特定地番ＧのＫ4 査定杭との公図上の位置を明示

した文書の開示。⑲Ｋ5杭の設置理由の開示。⑳公図上のＫ5 新杭の位置

を明示した文書の開示。」 

110 2820 ① 平成 10 年 7 月 31 日の道水路境界調査により２項道路と道路法道路

との共用道路となった地番場所、範囲等について明示した写しを求める。

旭土第 3906 号横浜市長 ア平成 10 年 7 月 31 日に道水路境界調査をし

た地番、場所はどこか。イ同調査で請求者敷地を国土調査時より搾取し

ていない。と明示した事実の開示を求める。ウ特定地番Ａ 

所有者が 18 番杭から 19 番杭まで道路だと承諾しているについて、承諾

した場所を明示した承諾書の開示を求める。エ横浜市長 平成 10年 4月

20 日に申請された道水路境界調査の申請場所はどこか。開示を求める。

オ申請者の所在地はどこか。カ横浜市長 同申請地の申請地番はどこか。

キ横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｐ氏が承諾した場所はどこか開示を

求める。ク横浜市長 地番白根特定地番Ｄ Ｑ氏が承諾した場所はどこか

明示した上で開示を求める。ケ横浜市長 地番白根特定地番Ｅ Ｒ氏が承

諾した場所はどこか明示した上で開示を求める。コ地番白根特定地番Ｆ 

Ｓ氏はどこについて承諾したのか場所を明示した上で開示を求める。 

H31.2.18 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.5 旭区 

旭土木事務所 

111 2821 旭土第 3745号平成 31年 2月 19日付別紙２(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ) 

(ｸ)(ｹ)(ｺ)と付し（平成 29年度、平成 30年度）の各事項に対し虚言記載

H31.3.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.5 旭区 

旭土木事務所 
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されている部署から獲得した文書の写しを内訳書及び納付書同封の上、

郵送を希望する。 

112 2822 道路局共有案件 

平成 10年７月 31日に旭区白根特定丁目特定地番Ａの所有者から、18番

杭から 19 番杭までを道路として承諾書を頂いている。と、神奈川県が調

査依頼した場所違いの案件の承諾書を開示された。「18番杭から 19 番杭

までを道路として承諾書を頂いている。」との承諾書の開示を求め再請求

した。横浜市長 平成 32年などと有りもしない年号にて開示決定期間を

延長したが、『承諾書をもらっているから場所はどこでもよい』との理由

２点は開示されていない。国土調査法による調査で決定している境界線

筆界標杭の範囲を明示した上で、その範囲を逸脱して新杭を設置したこ

とについて、横浜市長の見解と回答を求める。 

R元.5.8 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

113 2823 横浜市長所属道路局旭土木事務所は神奈川県の道水路境界調査申請場所

ではないにも関わらず、地番特定地番Ａ、所有者から「18番杭から19番

杭までを道路として承諾書を頂いている。」と、所有者が承諾した場所

の承諾書を開示せずに、場所違いのところついて承諾した承諾書の開示

を繰り返した挙句、「承諾書をもらっているから場所はどこでもよ

い。」などと開示されたが、道路局長裁決文書（平成31年１月10日着）

とも矛盾している。表示図と一体になった承諾書の開示を求める。 

R元.6.28 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

114 2824 横浜市長所属道路局旭土木事務所 は神奈川県の道水路境界調査申請場

所ではないにも関わらず地番特定地番Ａ、所有者から「18番杭から 19番

杭までを道路として承諾書を頂いている。と、所有者が承諾した場所の

承諾書を開示せずに、場所違いの承諾した承諾書の開示を繰り返した挙

句、「承諾書をもらっているから場所はどこでもよい。」などと開示され

たが、道路局長裁決文書（平成 31 年１月 10 日着）と矛盾している。表

示図と一体になった承諾書の開示を求める。請求文書について内訳書及

び納付書同封の上、請求人の処理後に郵送を希望 

R元.7.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 
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115 2825 旭土木事務所長 市道白根第 164 号線道路と、同地番特定地番Ａの境界

点（査定点）と地番特定地番Ｃ地の境界標の開示。 

R元.7.12 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

116 2826 行政機関名旭区旭土木事務所は、請求者に対し平成 32年などと長期開示

決定等期間延長を発出しているが、既に 700日を過ぎている延長もある。

下記について、御所にて記載された最先期日文書から開示を求める。 

件名 

受付年月日 

延長後の期限 

決定年月日 

超過日数 

期限までに開示決定等がされなかった理由 

R元.9.24 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

117 2827 実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 28 年８月 19 日付請求分１件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗状況確認の閲覧開示を求める 

R元.10.2 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

118 2828 実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成29年１月23日付請求分２件の審査請求書未処理の不

作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成29年１月４日付請求分２件の審査請求書未処理の不

作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

R元.10.10 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 

119 2829 実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第19条では、審査請求 R元.10.10 非開示 条例第５条 R3.2.10 旭区 
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があった時は、審査庁は遅滞なく第22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成29年２月17日付請求分２件の審査請求書未処理の不

作為がある進捗状況を確認の閲覧開示を求める 

(権利濫用) 第３項 旭土木事務所 

120 2830 (1) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年１月 31 日付請求分２件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(2) 

ｕ旭土木事務所長 は請求者へ特例などと開示等決定期間延長通知を多

数発出しているが、既に平成 29年６月２日請求文書などの期限は 700日

を経過してきた。各決裁文書写しの開示を求める。 

(3) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第１項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年３月 17 日付請求分３件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(4) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保獲審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 6 月 19 日付請求分 2 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(5) 

R元.11.8 

及び 

R元.11.15 

非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 
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ｕ旭土木事務所長所属は請求者へ特例などと開示等決定期間延長通知を

出しているが、既に平成 26,27,28,29 年中の開示請求文書の期限が 700

日を経過した。各文書に対する決定通知の開示。並びに各文書の写しの

開示を求める。 

121 2831 (1) 

ｕ旭土木事務所長所属 は請求者へ特例などと開示等決定期間延長通知

を出しているが、既に平成 26,27,28,29年中の開示請求文書の期限が 700

日を経過した。各文書に対する決定通知の開示。並びに各文書の写しの

開示を求める。 

(2) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 28 年 8 月 1 日付請求分 2 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(3) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 3 月 17 日付請求分 3 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(4) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 6 月 19 日付請求分 2 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

R元.12.10 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 
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(5) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審香会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 6 月 23 日付請求分 3 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(6) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 6 月 21 日付請求分 8 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(7) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 6 月 29 日付請求分 3 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(8) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 8 月 21 日付請求分 18 件の審査請求書未処理

の不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(9) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公
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開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 9 月 4 日付請求分 1 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(10) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 9 月 19 日付請求分 8 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(11) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 9 月 25 日付請求分 38 件の審査請求書未処理

の不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(12) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 11 月 6 日付請求分 1 件の審査請求書未処理の

不作為がある。進捗確認のため請求書の閲覧開示を求める。 

(13) 

実施機関（旭土木事務所）は、審査会への諮問等第 19条では、審査請求

があった時は、審査庁は遅滞なく第 22条第 1項に規定する横浜市情報公

開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないとの条例に反し、請

求者が請求した平成 29 年 11 月 29 日付請求分 6 件の審査請求書未処理

の不作為がある。進捗確認のためめ請求書の閲覧開示を求める。 
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122 2832 旭土木事務所 所長室で開示された文書（番号 218-10 号）と平成 10 年

7月 31日付で前所有者と協議し道路になったと言われる現況地とに整合

性が無い。場所が表示された公図の開示。 

R2.3.16 非開示 

(権利濫用) 

条例第５条

第３項 

R3.2.10 旭区 

旭土木事務所 
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別表２ 本件審査請求に係る諮問の報告日、諮問書及び弁明書の写し受理日ほか 

答申番号 

諮問に係る文書番号 
諮問書及び弁明書 

の写し受理日 

審査請求人の 

意見書受理日 

諮問の報告 

第一部会 

諮問の報告 

第二部会 

諮問の報告 

第三部会 

答申第2711号 

平成30年度建建指第2184号 平成31年３月６日 平成31年４月２日 

平成31年４月16日 

第326回 

平成31年４月26日 

第357回 

平成31年４月15日 

第246回 

答申第2712号 

平成30年度建建指第2336号 平成31年３月18日 平成31年３月29日 

平成31年４月16日 

第326回 

平成31年４月26日 

第357回 

平成31年４月15日 

第246回 

答申第2713号 

平成30年度道道調第1570号 平成31年３月25日 平成31年４月５日 

平成31年４月16日 

第326回 

平成31年４月26日 

第357回 

平成31年４月15日 

第246回 

答申第2714号 

平成30年度道道調第1571号 平成31年３月25日 平成31年４月８日 

平成31年４月16日 

第326回 

平成31年４月26日 

第357回 

平成31年４月15日 

第246回 

答申第2715号 

令和元年度環創地第10号 平成31年４月12日  

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2716号 

令和元年度建情第99号 平成31年４月19日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2717号 

令和元年度建建指第85号 平成31年４月19日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2718号 

令和元年度建建指第86号 平成31年４月19日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2719号 

令和元年度建建指第87号 平成31年４月19日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 
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答申第2720号 

令和元年度建建指第88号 平成31年４月19日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2721号 

令和元年度道道調第29号 平成31年４月22日 平成31年４月24日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2722号 

令和元年度道路第1458号 平成31年４月23日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2723号 

令和元年度道路第1461号 平成31年４月23日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2724号 

令和元年度建情第158号 平成31年４月25日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2725号 

令和元年度建情第159号 平成31年４月25日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2726号 

令和元年度道総第104号 平成31年４月26日 令和元年５月15日 

令和元年５月24日 

第327回 

令和元年５月31日 

第359回 

令和元年５月23日 

第247回 

答申第2727号 

令和元年度道路第86号 令和元年５月８日 令和元年５月24日 

令和元年６月21日 

第328回 

令和元年６月28日 

第361回 

令和元年６月20日 

第248回 

答申第2728号 

令和元年度建建指第166号 令和元年５月10日 令和元年５月30日 

令和元年６月21日 

第328回 

令和元年６月28日 

第361回 

令和元年６月20日 

第248回 

答申第2729号 

令和元年度建建指第167号 令和元年５月10日 令和元年５月31日 

令和元年６月21日 

第328回 

令和元年６月28日 

第361回 

令和元年６月20日 

第248回 
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答申第2730号 

令和元年度道路第193号 令和元年５月30日 令和元年６月17日 

令和元年６月21日 

第328回 

令和元年６月28日 

第361回 

令和元年６月20日 

第248回 

答申第2731号 

令和元年度道路第194号 令和元年５月30日 令和元年６月17日 

令和元年６月21日 

第328回 

令和元年６月28日 

第361回 

令和元年６月20日 

第248回 

答申第2732号 

令和元年度環創地第83号 令和元年６月４日 令和元年６月19日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2733号 

令和元年度環創地第84号 令和元年６月４日 令和元年６月19日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2734号 

令和元年度建情第355号 令和元年６月11日 令和元年６月14日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2735号 

令和元年度建情第321号 令和元年６月11日 令和元年６月17日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2736号 

令和元年度建建指第317号 令和元年６月14日 令和元年６月26日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2737号 

令和元年度建建指第318号 令和元年６月14日 令和元年６月27日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2738号 

令和元年度建建指第319号 令和元年６月14日 令和元年６月27日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 

答申第2739号 

令和元年度環創地第114号 令和元年６月26日 令和元年７月８日 

令和元年７月23日 

第329回 

令和元年７月26日 

第363回 

令和元年７月18日 

第249回 
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答申第2740号 

令和元年度道路第270号 令和元年７月３日 令和元年７月８日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2741号 

令和元年度道路第324号 令和元年７月３日 令和元年７月８日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2742号 

令和元年度環創地第139号 令和元年７月４日 令和元年７月８日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2743号 

令和元年度道総第367号 令和元年７月４日 令和元年７月10日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2744号 

令和元年度道総第368号 令和元年７月４日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2745号 

令和元年度道総第369号 令和元年７月４日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2746号 

令和元年度道総第370号 令和元年７月４日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2747号 

令和元年度道総第371号 令和元年７月４日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2748号 

令和元年度建情第560号 令和元年７月８日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2749号 

令和元年度建情第582号 令和元年７月10日 令和元年７月12日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 
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答申第2750号 

令和元年度建建指第536号 令和元年７月10日 令和元年７月17日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2751号 

令和元年度建建指第602号 令和元年７月16日 令和元年７月22日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2752号 

令和元年度建情第619号 令和元年７月18日 令和元年７月22日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2753号 

令和元年度道路第372号 令和元年７月24日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2754号 

令和元年度道路第382号 令和元年７月24日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2755号 

令和元年度環創地第162号 令和元年７月24日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2756号 

令和元年度環創地第163号 令和元年７月24日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2757号 

令和元年度道総第495号 令和元年７月26日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2758号 

令和元年度道総第496号 令和元年７月26日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2759号 

令和元年度建情第690号 令和元年７月30日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 
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答申第2760号 

令和元年度道道調第421号 令和元年７月31日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2761号 

令和元年度建建指第689号 令和元年７月31日 令和元年８月９日 

令和元年８月27日 

第330回 

令和元年８月23日 

第364回 

令和元年８月22日 

第250回 

答申第2762号 

令和元年度道道調第483号 令和元年８月９日 令和元年８月９日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2763号 

令和元年度道道調第484号 令和元年８月９日 令和元年８月９日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2764号 

令和元年度建情第724号 令和元年８月９日 令和元年８月21日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2765号 

令和元年度建建指第764号 令和元年８月９日 令和元年８月19日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2766号 

令和元年度建情第728号 令和元年８月13日 令和元年８月23日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2767号 

令和元年度道路第422号 令和元年８月14日 令和元年８月23日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2768号 

令和元年度建建指第783号 令和元年８月14日 令和元年８月21日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2769号 

令和元年度建建指第824号 令和元年８月15日 令和元年８月29日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 
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答申第2770号 

令和元年度建建指第853号 令和元年８月15日 令和元年８月29日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2771号 

令和元年度建情第734号 令和元年８月16日 令和元年８月23日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2772号 

令和元年度道総第546号 令和元年８月16日 令和元年８月21日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2773号 

令和元年度建情第760号 令和元年８月23日 令和元年８月27日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2774号 

令和元年度道総第573号 令和元年８月23日 令和元年８月27日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2775号 

令和元年度道道調第521号 令和元年８月23日 令和元年８月29日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2776号 

令和元年度建建指第879号 令和元年８月29日 令和元年９月５日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2777号 

令和元年度建建指第880号 令和元年８月29日 令和元年９月６日 

令和元年９月24日 

第331回 

令和元年９月27日 

第366回 

令和元年９月19日 

第251回 

答申第2778号 

令和元年度環創地第211号 令和元年９月６日 令和元年９月11日 

令和元年10月29日 

第332回 

令和元年10月25日 

第368回 

令和元年10月17日 

第252回 

答申第2779号 

令和元年度道路第490号 令和元年９月９日 令和元年９月13日 

令和元年10月29日 

第332回 

令和元年10月25日 

第368回 

令和元年10月17日 

第252回 
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答申第2780号 

令和元年度建建指第1003号 令和元年９月13日 令和元年９月20日 

令和元年10月29日 

第332回 

令和元年10月25日 

第368回 

令和元年10月17日 

第252回 

答申第2781号 

令和元年度建情第962号 令和元年９月24日 令和元年９月27日 

令和元年10月29日 

第332回 

令和元年10月25日 

第368回 

令和元年10月17日 

第252回 

答申第2782号 

令和元年度建情第1001号 令和元年９月30日 令和元年10月７日 

令和元年10月29日 

第332回 

令和元年10月25日 

第368回 

令和元年10月17日 

第252回 

答申第2783号 

令和元年度道総第766号 令和元年10月３日 令和元年10月15日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2784号 

令和元年度道路第596号 令和元年10月７日 令和元年10月15日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2785号 

令和元年度建情第1058号 令和元年10月８日 令和元年10月15日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2786号 

令和元年度建建指第1219号 令和元年10月９日 令和元年10月17日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2787号 

令和元年度建情第1090号 令和元年10月15日 令和元年10月18日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2788号 

令和元年度道道調第716号 令和元年10月16日 令和元年10月18日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2789号 

令和元年度道道調第725号 令和元年10月16日 令和元年10月18日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 
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答申第2790号 

令和元年度建情第1126号 令和元年10月17日 令和元年10月18日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2791号 

令和元年度建建指第1244号 令和元年10月21日 令和元年10月28日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2792号 

令和元年度道路第627号 令和元年10月23日 令和元年11月５日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2793号 

令和元年度環創地第281号 令和元年10月23日 令和元年11月７日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2794号 

令和元年度道道調第739号 令和元年10月23日 令和元年11月11日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2795号 

令和元年度道総第807号 令和元年10月24日 令和元年11月11日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2796号 

令和元年度建建指第1352号 令和元年10月24日 令和元年11月25日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2797号 

令和元年度建建指第1315号 令和元年10月28日 令和元年11月11日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2798号 

令和元年度建建指第1304号 令和元年10月30日 令和元年11月５日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 

答申第2799号 

令和元年度道路第681号 令和元年10月30日 令和元年11月11日 

令和元年12月３日 

第333回 

令和元年11月22日 

第370回 

令和元年11月18日 

第253回 
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答申第2800号 

令和元年度建建指第1399号 令和元年11月12日 令和元年12月３日 

令和元年12月17日 

第334回 

令和元年12月20日 

第372回 

令和元年12月19日 

第254回 

答申第2801号 

令和元年度建情第1278号 令和元年11月13日 令和元年12月３日 

令和元年12月17日 

第334回 

令和元年12月20日 

第372回 

令和元年12月19日 

第254回 

答申第2802号 

令和元年度建建指第1554号 令和元年11月21日 令和元年12月３日 

令和元年12月17日 

第334回 

令和元年12月20日 

第372回 

令和元年12月19日 

第254回 

答申第2803号 

令和元年度環創地第360号 令和元年12月２日 令和元年12月16日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2804号 

令和元年度道路第803号 令和元年12月２日 令和元年12月23日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2805号 

令和元年度建建指第1639号 令和元年12月６日 令和元年12月16日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2806号 

令和元年度建建指第1727号 令和元年12月16日 令和２年１月14日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2807号 

令和元年度建建指第1728号 令和元年12月16日 令和２年１月14日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2808号 

令和元年度環創地第406号 令和元年12月26日 令和２年１月６日 

令和２年１月28日 

第335回 

令和２年１月24日 

第373回 

令和２年１月16日 

第255回 

答申第2809号 

令和元年度建建指第1873号 令和２年１月14日 令和２年２月19日 

令和２年２月25日 

第336回 

令和２年２月28日 

第375回 

令和２年２月20日 

第256回 
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答申第2810号 

令和元年度市市情第1424号 令和２年１月24日 令和２年２月17日 

令和２年２月25日 

第336回 

令和２年２月28日 

第375回 

令和２年２月20日 

第256回 

答申第2811号 

令和元年度市市情第1500号 令和２年２月６日 令和２年２月17日 

令和２年３月24日 

第337回 

令和２年３月27日 

第377回 

令和２年３月17日 

第257回 

答申第2812号 

令和元年度建情第1803号 令和２年２月19日 令和２年３月３日 

令和２年３月24日 

第337回 

令和２年３月27日 

第377回 

令和２年３月17日 

第257回 

答申第2813号 

令和元年度旭税第652号 令和２年３月19日 令和２年４月３日 

令和２年８月25日 

第340回 

令和２年８月26日 

第382回 

令和２年７月16日 

第259回 

答申第2814号 

令和２年度道路第１号 令和２年４月14日 令和２年５月７日 

令和２年８月25日 

第340回 

令和２年８月26日 

第382回 

令和２年７月16日 

第259回 

答申第2815号 

令和２年度道路第99号 令和２年５月22日 令和２年５月28日 

令和２年８月25日 

第340回 

令和２年８月26日 

第382回 

令和２年７月16日 

第259回 

答申第2816号 

令和２年度市市情第216号 令和２年６月２日 令和２年６月23日 

令和２年８月25日 

第340回 

令和２年８月26日 

第382回 

令和２年７月16日 

第259回 

答申第2817号 

令和２年度旭税第186号 令和２年７月８日 令和２年８月３日 

令和２年８月25日 

第340回 

令和２年８月26日 

第382回 

令和２年８月20日 

第260回 

答申第2818号 

令和２年度旭土第30142号 令和３年２月５日 令和３年２月12日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2819号 

令和２年度旭土第30143号 令和３年２月５日 令和３年２月12日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 
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答申第2820号 

令和２年度旭土第30174号 令和３年２月５日 令和３年２月12日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2821号 

令和２年度旭土第30176号 令和３年２月５日 令和３年２月12日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2822号 

令和２年度旭土第30201号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2823号 

令和２年度旭土第30202号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2824号 

令和２年度旭土第30203号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2825号 

令和２年度旭土第30203号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2826号 

令和２年度旭土第30204号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2827号 

令和２年度旭土第30205号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2828号 

令和２年度旭土第30206号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2829号 

令和２年度旭土第30206号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 
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答申第2830号 

令和２年度旭土第30207号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2831号 

令和２年度旭土第30208号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 

答申第2832号 

令和２年度旭土第157号 令和３年２月10日 令和３年２月15日 

令和３年３月23日 

第347回 

令和３年３月24日 

第395回 

令和３年３月18日 

第267回 
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《 参  考 》 

審 査 会 の 経 過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

令 和 ３ 年 1 2 月 ２ 日 

（第58回制度運用調査部会） 
・審議

令 和 ４ 年 １ 月 2 7 日 

（第59回制度運用調査部会） 
・審議
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